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御社の設立経緯やこれまでの歩みについてお聞
かせください。
　当社は 1985 年に父（故　山城幸松氏）が設
立しました。父は那覇市牧志の出身で、大学進
学のために上京し、それからはずっと東京を拠
点に生活をしていました。そこで出会った母と
結婚し、30 代の時に空調機器のメンテナンス
会社を設立しました。また、同事業とは別に沖
縄県産品の卸売事業も手掛け、その商社部門と
して当社を設立しました。
　都内で物産展を展開し、多くの沖縄県産品を
取り扱っていましたが、その中でも特に人気の

高かった商品が「海ぶどう」でした。2000 年
代初頭、ＮＨＫの連続テレビ小説「ちゅらさん」
のヒットに始まった沖縄ブームの最中、海ぶど
うに新たな可能性を感じた父は、その魅力を世
界に広めたいと思い、この土地（現：海ん道）
を買い取り、2005 年より海ぶどうの養殖事業
をスタートさせました。この場所はもともと車
海老の養殖場であったため、既に海水を引く設
備は整っており、新たに養殖を始めるには絶好
の場所でした。それから父は空調関連の事業と
両立し、東京と沖縄の行き来をしながら、漁協
の方から養殖の技術を学び、海ぶどうの事業を
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　株式会社日本バイオテックは海ぶどうの生産販売及び観光事業を手掛ける法人である。糸満市の複
合型体験施設「海ん道（うみんち）」にて、海ぶどうの養殖やカフェ、宿泊施設、キャンプ場などを営み、
海ぶどうを使用したオリジナル商品の販売のほか、海ぶどう摘みとりなどの体験型コンテンツを提供
している。同社の海ぶどうは長期保存が可能であり、ヨーロッパなどを中心に海外への輸出を強化し
ている。今回は海ん道を訪ね、山城社長に自社の設立経緯や経営理念、今後の展望などをお伺いした。
	 インタビューとレポート　　我謝　和紀
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徐々に軌道に乗せていきました。
　父がその事業を始めた当時、私は東京の大
学で経営学を学んでいました。大学卒業後、
SONY へ就職しました。そこで営業などを経験
し、ビジネスの基本を学びました。
　そんなある時、海ぶどうの事業に活き活きと
取り組む父の姿を見て、それとは対照的に、仕
事や今後のキャリアについてワクワクしていな
い自分に気付きました。また、学生時代にアー
トマネジメントを研究し、まだ知られていない
が、ダイヤモンドの原石のような素晴らしいモ
ノや人を、どのように世の中に広めていくかと
いう部分に興味があり、その興味と父が手掛け
る海ぶどうの事業が私の中で繋がり、そこから
海ぶどうの事業に携わりたいと考えるようにな
りました。そして３年間働いた職場を退職し、
2008 年に当社へ入社しました。
　入社した当時は東京で営業活動をし、販路の
新規開拓に注力しました。その後、沖縄に移住
し、海ぶどうの生産から販売、加工品の開発ま
で幅広く携わるようになりました。2013 年、
海ぶどうを使ったオリジナル商品「海ぶどうア
イスクリーム」が全国のアイスクリームランキ
ングにおいて１位になったことから、メディア

に採り上げられる機会が増え、受注も増えてい
きました。そのため養殖生簀を徐々に増やし、
生産体制を強化しました。そして大交易会への
参加をきっかけに、2017 年より海外への輸出
をスタートしました。
　2019 年に父が他界し、当社と空調関連の会
社を兄が引き継ぎました。その後、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大を受け、法人向けの販売
が減少するも、オンライン販売の強化により
個人向けの販売や海外への輸出が増加しまし
た。そこで、海ぶどうの生産をより強化すべく、
2020 年に農林水産省より六次産業化認定を受
け、補助金により耐風性の高い養殖場への建替
えをおこないました。また、キャンプ場の開設
など新たな事業を開始し、外出自粛中の需要に
応えました。
　そして 2023 年、更なる事業拡大に向けて組
織の再編をおこない、私が社長に就任いたしま
した。

御社の事業内容についてお聞かせください。
　当社の事業は海ぶどうの生産販売事業と観光
事業の２つに分けられます。
　当社の総売上の約８割は海ぶどうの販売によ

複合型体験施設「海ん道」（糸満市真栄里）複合型体験施設「海ん道」（糸満市真栄里）



3

経営  トップに聞く

るものです。以前は台風などの際に真水が水槽
に交じり、品質が劣化するという課題がありま
したが、養殖場の建替えにより耐風性を強化し、
真水の混入を防げるようにしました。その結果、
海ぶどうの年間生産量を５割増の約 30 トンま
で引き上げることに成功しました。
　生産体制を強化したことで、海外への販路拡大
ができました。当初は商談会にてフランスのバイ
ヤーへ声をかけられたことをきっかけに同国への
輸出からスタートしたのですが、現在では 15 の
国や地域へ年間約１トンを輸出しています。
　海外では、海ぶどうは「グリーンキャビア」
と呼ばれ、プチプチした独特の食感や低カロリー
であるという点から人気が高まっています。も
ともとヨーロッパでは海ぶどうを食べる習慣が
無いため、フランスのバイヤーに当社の海ぶど
うが水で膨らむ様子を見せた時に面白いと驚か
れていたのを覚えています。このような感動を
世界に向けてどんどん発信していきたいです。
　観光事業は複合型体験施設の海ん道にて海ぶ
どうの摘みとり体験や宿泊事業、カフェ、レス
トランなどを運営しています。また、アウトド
アレジャーとしてキャンプ場の運営や、カヤッ
クやサバニなどのマリンアクティビティも提供

しています。コロナ禍を経て一次産業と観光事
業をかけわせた六次産業の構築を図り、クラウ
ドファンディングなどで資金を募り、事業を拡
大しました。カフェやレストランでは海ぶど
うソフトクリームや沖縄そばを提供しており、
SNS を見て国内外から多くのお客様が来られま
す。また、宿泊施設もヨーロッパなどから長期
滞在で来られる方も多いです。

海ぶどうの輸出にあたり、品質を維持するため
に工夫していることはありますでしょうか。
　当初、フランスへの輸出のお話をいただいた
際にネックとなっていたことが賞味期限の短さ
でした。海ぶどうの賞味期限は通常は１週間程
度と言われています。これは冷やすと粒の中の
水分が抜けてしなびてしまうので、常温保存が
一般的だからです。鮮度が落ちると、色が変化
したり、臭みが出たりと品質が低下するので、
船便で長時間かけて海外に輸出するのはほとん
ど困難でした。
　そこからは様々な方から助言をいただきなが
ら、長期保存ができるように試行錯誤する日々が
続きました。真空パック包装を導入したり、そこ
に海ぶどうと一緒に詰める塩水の濃度を調整した

養殖した海ぶどう養殖した海ぶどう

大人気の海ぶどうソフトクリーム大人気の海ぶどうソフトクリーム

耐風性を強化した海ぶどう養殖場耐風性を強化した海ぶどう養殖場
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　りと、工夫や改良を重ねました。そして、７年か
けて徐々に賞味期限を伸ばしていき、現在では最
大２年間まで伸ばすことに成功しました。
　また、海ぶどうの苗には品種の違いがありま
す。これまでは養殖用の苗を仕入れており、育
成条件のばらつきや冬場の収穫量の減少などの
影響があったのですが、現在は一品種に絞り、
その苗をもとに自社生産が可能になり、生産効
率が格段に向上しました。こうして輸出先の拡
大が実現しました。

御社の経営理念についてお聞かせください。
　当社の経営理念は「共生共栄」です。これは当
社のやるべきミッションであり、多様で個性あふ
れる人々や豊かな自然、縁ある地域社会と共に生
き、それぞれの魅力や違いを活かし、唯一無二の
新たな価値を協創することを指しています。
　また、それに基づくビジョンとして、「おき
なわから、おおきなわを」を掲げています。海
ぶどうを世界の食卓へ届け、また世界から沖縄
に人が訪れる観光資源の創造を目指します。海
ぶどうを世界へ通用する食材にしたいという想
いは、父から受け継ぎました。父は海を介して
世界と繋がるこの事業を「海ん道（うみんち）」

と名付け、現在も施設名などで使用しています。
　こうした理念は、私が社長に就任にする際に
父から受け継いだものをベースに、従業員にヒ
アリングしながら会社一体となって作りました。
　その他にも従業員やステイクホルダーそれぞ
れを軸にした当社のあり方を言語化して定めて
います。

従業員教育や人材育成で取り組んでいることを
お聞かせください。
　経営理念に基づく従業員の行動指針として下
記の７つを定めています。
1. 不屈の精神で
2. 人は人で磨かれる
3. 感動は細部に宿る
4. 起点は自分から
5. プラスに転換を
6. 特別の前に当たり前
7. 愛情がアイディアのもと
　これらを毎朝の朝礼で読み合わせ、従業員の
意識向上を図っています。
　私の仕事の基本的なスタイルは「課題解決型」
です。お客様のリクエストに対してどのように
して応えていくかという事を常に課題として考

当社の海ぶどうは２年間保存可能当社の海ぶどうは２年間保存可能 従業員による養殖方法の説明従業員による養殖方法の説明

海ぶどう沖縄そばと卵かけごはん
海ぶどう摘みとり体験海ぶどう摘みとり体験
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えています。そして様々な所へ出向き、教えを
受けながら解決に繋げます。振り返ってみると
これまでの事業もこの課題解決の意識が原動力
となっていました。このような姿勢も行動指針
に込めており、共通の目標に向かってそれぞれ
の個性や能力を活かせる組織づくりを目指して
います。

社会貢献活動として取り組んでいることはあり
ますか。
　当社は就労支援センターと連携し障がい者雇
用を積極的におこなっています。日々の業務を
細かく分割したり、手作業工程をマニュアル化
したりし、障がいを持つ方が働きやすい環境を
整えています。派遣される方は日々変わるので
すが、各々の個性を尊重してコミュニケーショ
ンをとりながら業務を進めています。
　また、地域の小中学校でキャリア学習の講話
をしています。プログラムの中で課題解決のア
イディアを皆で考えてプレゼンするというもの
があるのですが、子供たちからは今までに無
かった発想を得られるので、私自身も子供たち
から多く学ばせてもらっています。

今後の展望についてお聞かせください。
　海外販路について、ここ数年で既存の輸出先
に加えアメリカや東南アジアなど 30 の国や地域
へ拡大し、輸出量も７トンまで増やす予定です。
それに向けて現在は国内外の展示会などに出展
し、海ぶどうの認知度の向上を図っています。
　また、海ぶどうと観光を結びつけた六次化事
業を地域の方々と連携して更に発展させ、地域
産業として根付かせていきたいと考えています。

最後に
　当社は父の代より「海ん道から海ぶどうを世
界の食材へ」を掲げ、良質な海ぶどうの生産と
付加価値向上に努めて、ここまで発展すること
ができました。当社を支えてくださったお客様、
お取引先様、地域の方々に多大なる感謝を申し
上げます。
　2023 年、私が代表となり当社は新たなスター
トを切りました。今後も海ぶどうを世界へ通用
する食材ブランドとして発展させ、地域社会に
貢献できる企業を目指してまいります。
　今後とも変わらずご愛顧とご支援を賜ります
よう、どうぞよろしくお願い申し上げます。
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医師の働き方改革と
沖縄県が抱える医療の課題
－時間外・休日労働の上限は1,860時間、
　　　　働き方改革には県民の協力が必要－

特集１

・2024年４月より、働き方改革の一環である「時間
外労働の上限規制」の適用対象となる事業・業務が
拡充された。そのうちの一業種である医師に関し
ては地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るため、「医師の働き方改革の新制度」として細
かいルールが定められている。
・医師の時間外・休日労働の上限は原則年間960時
間、条件を満たした場合は1,860時間が上限とな
る。他業種のほとんどは年間720時間が上限であ
り、その2.5倍超の時間外・休日労働が認められて
いる。
・医師本人の健康確保のためのルールとして①勤
務間インターバル、②面接指導の実施が設けられ
ている。また、労働時間を正確に把握するため、労
働とみなされる業務内容の基準が明確に示され
た。これらは医師を守る制度であるが、一方で、負

担感の増加、研修時間の減少、収入の減少等の懸念
点も挙げられる。
・本県の地域医療が抱える課題は山積しているが、
例えば供給側の課題として医師の偏在、ＤＸの推
進等がある。需要側の課題としては救急医療の「コ
ンビニ受診」、健康意識の低さ等がある。少子高齢
化により医療ニーズは今後益々高まると予想さ
れ、課題への対応が急がれる。
・地域医療を守るためには、県民意識の醸成と一人
ひとりの行動改善が欠かせない。適正な救急利用
や平日の来院等を心掛けることによって医師の
働き方改革を促し、必要な時に必要な医療が安心
して受けられる沖縄を維持するべく、県民全員が
健康意識を高く持つことが望まれる。加えて、定期
的な実態調査を行い、医師の声を反映させた制度
の改良を続けていくことが必要である。

要　　旨

りゅうぎん総合研究所
研究員

城 間　櫻

社会保険労務士
医療労務管理アドバイザー

加 藤　浩 司

　りゅうぎん総合研究所と社会保険労務士・医療労務管理アドバイザー 加藤浩司は「医師の働き方改革と沖
縄県が抱える医療の課題」について共同で調査いたしました。
　医療業界に精通した社会保険労務士の専門的な視点と、地域に根差したシンクタンクとしての県経済・産
業振興の視点を掛け合わせ、医療分野の社会問題にスポットを当てた調査レポートを作成することができ
ました。両者は今後とも適宜連携しながら地域医療の存続・発展のための調査を実施してまいります。

共同調査について

3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表１　県内総生産の産業別構成比

出所：沖縄県「県民経済計算」、内閣府「2021年度国民経済計算（2015年基準・2008SNA）」
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特集１

・2024年４月より、働き方改革の一環である「時間
外労働の上限規制」の適用対象となる事業・業務が
拡充された。そのうちの一業種である医師に関し
ては地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るため、「医師の働き方改革の新制度」として細
かいルールが定められている。
・医師の時間外・休日労働の上限は原則年間960時
間、条件を満たした場合は1,860時間が上限とな
る。他業種のほとんどは年間720時間が上限であ
り、その2.5倍超の時間外・休日労働が認められて
いる。
・医師本人の健康確保のためのルールとして①勤
務間インターバル、②面接指導の実施が設けられ
ている。また、労働時間を正確に把握するため、労
働とみなされる業務内容の基準が明確に示され
た。これらは医師を守る制度であるが、一方で、負

担感の増加、研修時間の減少、収入の減少等の懸念
点も挙げられる。
・本県の地域医療が抱える課題は山積しているが、
例えば供給側の課題として医師の偏在、ＤＸの推
進等がある。需要側の課題としては救急医療の「コ
ンビニ受診」、健康意識の低さ等がある。少子高齢
化により医療ニーズは今後益々高まると予想さ
れ、課題への対応が急がれる。
・地域医療を守るためには、県民意識の醸成と一人
ひとりの行動改善が欠かせない。適正な救急利用
や平日の来院等を心掛けることによって医師の
働き方改革を促し、必要な時に必要な医療が安心
して受けられる沖縄を維持するべく、県民全員が
健康意識を高く持つことが望まれる。加えて、定期
的な実態調査を行い、医師の声を反映させた制度
の改良を続けていくことが必要である。

要　　旨

りゅうぎん総合研究所
研究員

城 間　櫻

社会保険労務士
医療労務管理アドバイザー

加 藤　浩 司

　りゅうぎん総合研究所と社会保険労務士・医療労務管理アドバイザー 加藤浩司は「医師の働き方改革と沖
縄県が抱える医療の課題」について共同で調査いたしました。
　医療業界に精通した社会保険労務士の専門的な視点と、地域に根差したシンクタンクとしての県経済・産
業振興の視点を掛け合わせ、医療分野の社会問題にスポットを当てた調査レポートを作成することができ
ました。両者は今後とも適宜連携しながら地域医療の存続・発展のための調査を実施してまいります。

共同調査について

3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表１　県内総生産の産業別構成比

出所：沖縄県「県民経済計算」、内閣府「2021年度国民経済計算（2015年基準・2008SNA）」
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表２　経済センサスからみる付加価値額の産業別構成比

図表３　「医療、福祉」の付加価値額の特化係数（2021年）

出所：経済産業省・内閣府「RESAS（地域経済循環システム）-全産業の構造-」（2024年９月11日利用）

出所：経済産業省・内閣府「RESAS（地域経済循環システム）-全産業の構造-」（2024年９月11日利用）

【出典】
　　総務省・経済産業省「経済センサスー活動調査」再編加工
【注記】
　・付加価値額＝売上高ー費用総額＋給与総額＋租税公課（費用総額＝売上原価＋販売費及び一般管理費）

【出典】
　　総務省・経済産業省「経済センサスー活動調査」再編加工
【注記】
　　特化係数；域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの。1.0を超えていれば、当該産業が全国に比べて特化している産業とされる。労働生産性の場合
　　　　　　　は、全国の当該産業の数値を1としたときの、ある地域の当該産業の数値。
　　特化係数の算出式は下記のとおり
　　・「特化係数（付加価値額）」
　 　　= （域内における当該産業の付加価値額÷域内における全産業の付加価値額） ÷（全国の当該産業の付加価値額÷全国の全産業の付加価値額）

3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表４　病院数、病床数（2021年10月時点）

図表５　病床利用率、平均在院日数（2021年）
出所：沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３月）

出所：沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３月）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表４　病院数、病床数（2021年10月時点）

図表５　病床利用率、平均在院日数（2021年）
出所：沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３月）

出所：沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３月）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表６　全国と沖縄県の医療施設従事医師数の推移（人口10万人あたり）

図表７　全国と沖縄県の就業看護師数の推移（人口10万人あたり）

出所：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」

出所：厚生労働省「衛生行政報告例」

3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

図表６　参加者・観客数（単位：人）

図表８　高齢化率の推移と推計

図表９　高齢者人口の伸び率（2020年の人口を１としたときの指数）

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：内閣府「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」よりりゅうぎん総合研究所作成

出所：沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３月）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

図表６　参加者・観客数（単位：人）

図表８　高齢化率の推移と推計

図表９　高齢者人口の伸び率（2020年の人口を１としたときの指数）

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：内閣府「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」よりりゅうぎん総合研究所作成

出所：沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３月）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：厚生労働省ＷＥＢサイト「時間外労働の上限規制」（2023.12.15閲覧）

図表10　改正後の時間外労働の上限

3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：厚生労働省ＷＥＢサイト「時間外労働の上限規制」、 厚生労働省「医師の働き方改革 2024年度４月までの手続きガイド」より
　　　りゅうぎん総合研究所作成

出所：厚生労働省「医師の働き方改革 2024年度４月までの手続きガイド」

図表11　時間外労働の上限規制（医師と他業種との比較）

図表12　医業に従事する医師の時間外労働の上限規制
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：厚生労働省ＷＥＢサイト「時間外労働の上限規制」、 厚生労働省「医師の働き方改革 2024年度４月までの手続きガイド」より
　　　りゅうぎん総合研究所作成

出所：厚生労働省「医師の働き方改革 2024年度４月までの手続きガイド」

図表11　時間外労働の上限規制（医師と他業種との比較）

図表12　医業に従事する医師の時間外労働の上限規制
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表13　医師の健康確保のためのルール

図表14　研鑽に当たるものの具体例

出所：厚生労働省「医師の働き方改革 2024年度４月までの手続きガイド」、 「医師の働き方改革～患者さんと医師の未来のために～」より、
　　　りゅうぎん総合研究所作成

出所：厚生労働省「医師の働き方改革～患者さんと医師の未来のために～」

3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：厚生労働省「医師の働き方改革～患者さんと医師の未来のために～」

図表15　宿日直許可基準の概要
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：厚生労働省「医師の働き方改革～患者さんと医師の未来のために～」

図表15　宿日直許可基準の概要

15

特 集１



3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：一般社団法人全国医学部長病院長会議「大学病院の医師の働き方改革に関するアンケート調査結果」
　　　（令和６年９月11日）

図表16　年代別の週平均研究時間（2024年４月）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表17　「医師の働き方改革」の懸念点

出所：りゅうぎん総合研究所

勤務間
インターバル制度 面接指導の実施

医師の働き方改革

時間外・休日労働の
年間上限時間

⇒医師が健康に働き続けることのできる環境の整備

負担感の
増加

研修時間
の減少

収入の
減少

３つの懸念点

⇒医師の健康確保のための制度が、医師自身の納得するものになっているか
ニーズを細かく拾い、継続して議論していく必要がある
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表18　県内の医療少数スポット

図表19　医師偏在指標の計算方法

出所：沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３月）

出所：厚生労働省「医師確保計画の概要」

二次医療圏 対象地区

北部医療圏 安田（国頭村）、辺土名（国頭村）、塩屋（大宜味村）、平良（東村）、三

原（名護市）、伊江、伊平屋、伊是名

中部医療圏 津堅

南部医療圏 久高、渡嘉敷、座間味、阿嘉、粟国、渡名喜、南大東、北大東、久米

島

宮古医療圏 多良間

八重山医療圏 竹富、黒島、小浜、西表、波照間、与那国

3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３月）よりりゅうぎん総合研究所作成

出所：厚生労働省「医師･歯科医師･薬剤師統計」、「令和４年度 厚生労働白書」よりりゅうぎん総合研究所作成

図表20　人口10万人対医療施設従事医師数　全国との差（2020年12月31日現在）

図表21　診療科別医師の推移（全国）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３月）よりりゅうぎん総合研究所作成

出所：厚生労働省「医師･歯科医師･薬剤師統計」、「令和４年度 厚生労働白書」よりりゅうぎん総合研究所作成

図表20　人口10万人対医療施設従事医師数　全国との差（2020年12月31日現在）

図表21　診療科別医師の推移（全国）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表24　県民の健康状態の現状

図表25　地域医療を守るために必要なこと

出所：沖縄県「健康おきなわ21（第３次）」（2024年３月）

出所：りゅうぎん総合研究所
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３月）

出所：総務省消防庁「令和５年版　救急救助の現況」よりりゅうぎん総合研究所作成

図表22　救急病院の休日、夜間・時間外の受診患者数（１施設あたり件数、2021年）

図表23：傷病程度別の搬送人員構成比（沖縄県・全国、2022年）

※R4年病床機能報告より作成
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

図表24　県民の健康状態の現状

図表25　地域医療を守るために必要なこと

出所：沖縄県「健康おきなわ21（第３次）」（2024年３月）

出所：りゅうぎん総合研究所
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：第18 回 医師の働き方改革の推進に関する検討会「医師の勤務実態について」（令和５年10 月12 日）

出所：第18 回 医師の働き方改革の推進に関する検討会「医師の勤務実態について」（令和５年10 月12 日）

図表26　病院・常勤勤務医の時間外・休日労働時間の割合（全国）

図表27　診療科別の時間外・休日労働時間が年1,860時間超の医師の割合（全国）

3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：第18 回 医師の働き方改革の推進に関する検討会「医師の勤務実態について」（令和５年10 月12 日）

出所：第18 回 医師の働き方改革の推進に関する検討会「医師の勤務実態について」（令和５年10 月12 日）

図表26　病院・常勤勤務医の時間外・休日労働時間の割合（全国）

図表27　診療科別の時間外・休日労働時間が年1,860時間超の医師の割合（全国）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：沖縄県「健康おきなわ21」（2024年３月）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所　一般社団法人全国医学部長病院長会議「大学病院の医師の働き方改革に関するアンケート調査結果」
　　（令和６年９月11日）

図表28　年代別の週平均労働時間（2024年４月）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：沖縄県「健康おきなわ21」（2024年３月）
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3. 医師の時間外労働の上限規制

（1）他業種と医師の規制内容の比較

　政府は、働く人々が個々の事情に応じた多様
な働き方を自分で選択できる社会を実現し、働
く人一人ひとりがより良い将来の展望を持て
るようにすることを目指し、「働き方改革」を推

進している。その一環として労働基準法が改正
され、長時間労働是正のために設けられたのが
「時間外労働の上限規制」である。現在は特別な
事情があっても、時間外労働を年720時間以内
とする等の上限が設けられ、違反した場合は罰
則が科されるようになっている（図表10）。

　一方で医師は、時間外・休日労働の上限が原
則年960時間以内となっている。また、地域医
療の確保等の理由からやむを得ず、所属する医
師にこれを上回る時間外・休日労働を行わせる
必要がある場合は、年間の時間外・休日労働の
上限が最大で年1,860時間となる。医師は条件
によって他業種（上限年720時間）の2.5倍超
の時間外・休日労働が認められていることにな
る。なお、「①時間外労働と休日労働の合計が月
100時間未満」、「②時間外労働と休日労働の合
計について、２～６か月平均80時間以内」、「③
時間外労働が月45時間を超えることができる
のは、年６か月が限度」の３つの規制は適用さ
れない（図表11）。
　医師に年960時間を超える時間外・休日労働
を行わせる場合、各医療機関は長時間労働の理
由に応じて都道府県知事から特例水準（連携Ｂ

水準、Ｂ水準、Ｃ水準）のいずれか、もしくは複
数の指定を受ける必要がある。
　「連携Ｂ水準」は、副業・兼業として医師が他
の医療機関に派遣されている場合に、１つ１つ
の医療機関では年960時間以内であるものの、
全体の労働時間がそれを超える場合に適用さ
れる。「Ｂ水準」は、救急医療や高度ながん治療
を担っている等の理由から、１つの医療機関で
年960時間を超える場合に適用される。「Ｃ水
準」は研修を理由とするもので、「Ｃ-１水準」は
研修医（臨床研修医、専攻医）の研修のため、「Ｃ
-２水準」は高度な技能の習得のために長時間
労働が必要な場合、それぞれ適用される。全て
の医師の時間外・休日労働が年960時間以内に
収まる場合は指定の申請は必要なく、「Ａ水準」
となる（図表12）。

　他業種と比較してより長時間の労働を認め
る基準となっていることから、同時に健康確保
のためのルールが定められている。特例水準の
医師については①退勤から翌日の出勤までに
原則９時間を空けるルール（勤務間インターバ
ル制度）が義務付けられているほか、指定の種
類に関わらず②１か月の時間外・休日労働が
100時間以上となることが見込まれる場合は

面接指導を実施することが義務付けられてい
る。加えて、他業種と比較し医師は患者の急変
対応等で変則的な勤務時間となりやすい傾向
にあるため、休息時間中に緊急業務が発生した
場合は対応した時間に相当する時間分の休息
が与えられる（代償休息）等のルールも細かく
定められている（図表13）。
　さらに、特例水準の指定を受ける医療機関

　医療産業は本県にとって経済的に重要な位
置づけを占める産業であり、加えて高齢化に
よって今後益々の需要が見込まれる。昨今、多
くの産業で人手不足が深刻化し課題となって
いるが、医療産業においても医師、看護師をは

じめとする医療従事者の確保については、今後
増え続けるニーズに対応し産業を維持してい
くためにも対策を講じなければならない。次章
以降は、働き方改革の切り口から本県の地域医
療が抱える課題を確認していく。

は、労働時間を短縮するための「時短計画」の作
成や、申請前に「医療機関勤務環境評価セン
ター3の評価」を受ける必要がある。特例水準の
指定を受けた医療機関は年1,860時間までの

時間外労働が可能となるため、長時間労働の医
師に対する労務管理・健康確保を着実に行える
体制が整っていることが必要とされている。

（２）労働時間の定義

　時間外労働の上限規制の適用に伴い、前提と
なる労働時間の捉え方も見直され、労働時間に
含まれる業務か否かが線引きされた。
　まず原則だが、労働時間とは使用者の指揮命
令下に置かれている時間を指す。例えば、オン
コール4中の待機時間（診療等の対応が発生し
ていない時間）は、労働から離れることが保障

されているかを踏まえて労働時間か否かを判
断される。判断が難しい自己研鑽については、
診療等の本来の業務と直接の関連性がなく、上
司からの指示がない場合は労働時間に含まな
いが、上司からの指示（暗示による指示も含む）
によるものであれば労働時間に該当すること
とされた（図表14）。

　また、病院の管理者は医療法上の規定で「病
院に医師を宿直」させなければならず、宿直中
の手待ち時間も原則は労働時間に含まれる。た

だし、医療機関が労働基準監督署による「宿日
直許可」を受けている場合は、労働時間に含め
ないことができる（図表15）。

　医師は従来から長時間労働が常態化してい
る状況がみられてきたが、十分な休息時間、睡
眠時間が確保できない状況は、医師自身の心身
の健康を阻害することや、そこから引き起こさ
れる医療ミスにも繋がりかねない。宿直中の対
応や業務上必要な研修といった隠れた業務の
基準を具体化することで、医師のまとまった休
息時間の確保を図る取り組みとなっている。

４.医師の働き方改革における懸念点

　本章では、医師の働き方改革の新制度が適用
されることによる主な懸念点を挙げる。なお、
医師の働き方改革が及ぼす影響について考え
る際、①地域医療提供体制への影響、②医師自
身への影響の大きく分けて２つの視点がある
が、ここでは主に②医師自身への影響に着目し
たい。

（1）負担感の増加

　医師の働き方改革の新制度は医師の健康を
確保するための規制だが、まずはこの適用に
よってむしろ負担感を覚える医師がいないか、
という点に十分注意する必要がある。
　ここでいう負担とは、単に労働時間や業務量
だけでなく、医師一人ひとりの置かれている環
境や、求めているものによって大きく変わって
くるだろう。例えば、勤務間インターバルや労
働時間の制限によって、目の前の患者に向き合
う時間が十分に取れないこと、柔軟な働き方を
阻害され効率が低下すること、自身の研究や研
鑽が従来通り行えなくなること、このようなこ
とに不安を持つ医師はいないだろうか。

　限られた時間の中で医療を提供するために、
現在、タスク・シフト/シェア5による業務効率
化が推進されており、医師がより専門的な業務
に専念できるような仕組みづくりが進められ
ている（例：特定行為研修を受けた看護師はよ
り難易度の高い医療行為を実施することがで
きるようになる、等）。ただし、実際に医師の負
担軽減に十分に寄与しているかは継続的な効
果検証が必要だ。医師の業務量や体制はそのま
まに新制度を適用した場合、どこかにひずみが
生じる恐れがある。
　また、前述した通り時間外・休日労働が月
100時間を超えると見込まれる医師は、月100
時間を超える前に面接指導を受ける必要があ
る。医師本人が無自覚のうちに心身への負担が
過度にかかっていることもあり、これを早期に
発見するためにも有効な手段であると思われ
る。一方で、面接指導が形骸化してしまうこと
や、多忙な中で面接指導の時間を取ること自体
が負担となる恐れもある。
　制度への違和感が、モチベーションの低下を
引き起こすことも懸念される。時間外労働の上
限や面接指導等のルールによって、本質的に医
師の健康が確保されるか、心身の負担が軽減さ
れるか、ひいては過労死を防ぐことに繋がって
いるか等、現場の医師自身にとって最善である
かをしっかり確認していくことが重要だと考
える。

（２）研修時間の減少

　一般的に、医師は国家試験合格後、約５年間
の研修期間（臨床研修医２年間：初期研修、専攻

　地域偏在、診療科偏在への対応として、県は
医師修学資金等を貸与して将来の勤務を義務
付ける地域枠医師の養成等の施策を進めてい
る。一方で、根本の課題へのアプローチも欠か
せない。なり手が不足している要因に目を向
け、特定の診療科が不足しているのは、例えば
その診療科の長時間労働が常態化しており激
務のイメージを持たれているからか、または他
の要因が背景にあるのか、効果的な施策を打つ
ためにも入念に調査する必要があるだろう。

②医療ＤＸの推進

　働き方改革を進めるうえで欠かせない施策

が医療ＤＸだ。ただし、一口に医療ＤＸといっ
てもその範囲は広く、例えば電子カルテ化、病
院間の情報共有、マイナンバーカードを用いた
オンライン資格確認、電子処方箋等の各施策が
政府によって推進されている。
　本レポートで医療ＤＸの詳細について触れ
ることは割愛するが、医師が自ら作業をする必
要のない業務の切り分けや、地域・全国の医療
機関が連携することで業務の効率化を図るこ
との必要性は日に日に高まっており、限られた
リソースのなかで医師が専門的な医療行為に
より注力できるよう、危機感を持って推し進め
る必要がある。

（２）需要側の課題

①救急医療の「コンビニ受診」

　本県の特徴的な課題として、救急医療の受診
件数がある。都道府県ごとの救急受診患者数を
確認すると、沖縄県の受診患者数が突出して高
いことは一目でわかる（図表22）。「平日に仕事
があるから」等といった理由で気軽に休日・夜
間の救急医療を受診することは「コンビニ受診」
と呼ばれ、以前から問題視されてきた。また、救
急搬送された患者の傷病程度別構成比をみる
と、2022年の沖縄の「軽症」の割合は54.3％を
占める。全国の47.3％を上回り、47都道府県
で４番目に高い数値となっている（図表23）。

　「コンビニ受診」は、限られたリソースで対応
している医師や看護師の負担を増やし、本当に
緊急性の高い重症患者の救急受診を阻害する
要因となりかねない。また、休日や夜間の受診
は待ち時間が長くかかることや、時間外加算等
の追加費用によって患者自身の窓口負担が増
える場合もあり、患者側にもデメリットがあ
る。
　緊急時には迷わず救急車や救急対応の医療
機関を利用すべきだが、安易な救急利用が地域
の医療体制の崩壊をもたらす恐れもあるとい
うことを、今一度、県民全員が認識する必要が
ある。

②健康意識の低さ

　本県の職場における定期健康診断の有所見
率をみると年々増加しており、全国を大幅に上
回って2012年（Ｈ23）から12年連続で全国最下
位となっている。また、40～69歳のＢＭＩ8 25
以上の割合も全国を大きく上回っており、増加
傾向にある。これらのことから、本件は全国と
比較して働き盛りの健康状態が悪く、肥満の割
合が高いことがわかる（図表24）。
　沖縄県は「県民一人ひとりの健康の実現のた
め、県や市町村、関係機関・団体が一体となり、
社会全体で取り組む県民健康づくり運動を推
進する計画」として「健康おきなわ21（第３
次）」を策定している。それによると県民の健康
状態の現状として、平均歩数が少ないこと、野

菜・果物摂取量が少ないこと、歯周病が増加し
ていること等が挙げられている。不健康な生活
習慣は病気やけがのリスクを高め、集中力の低
下等、労働生産性を引き下げる要因にもなりか
ねない。
　計画では重点的に取り組む事項として、①肥
満の改善（適正体重を維持している県民の増
加）、②働き盛り世代の健康づくり（健康経営の
更なる推進）、③市町村等との連携強化（国保事
業、健康づくり事業等の効果的な実施）の３つ
を挙げている。地域医療体制の維持に、そもそ
も医療機関にかからない健康づくりが有効な
手段であることは明らかである。本当に必要な
時に必要な医療を受けられる体制を保つには、
県民一人ひとりの健康づくりが欠かせない。

６.地域医療を守るために必要なこと

　地域医療を守るために、県民は具体的に何を
すればよいのか。現状を踏まえて、（１）働き方

改革への理解と協力、（２）日頃からの健康づく
りの２つに分けて整理する（図表25）。

（１）働き方改革への理解と協力

　現在の医療体制は医師の長時間労働によっ
て支えられている。現状を踏まえ、医師自身が
健康に働き続けられるような環境を整備し、こ
れからも安心して医療を受けられる体制を維
持すべく、医師の働き方改革が進められてい
る。医療を受診する側である私たち県民は、働
き方改革の取り組みに理解を示し、協力するこ
とが求められている。
　まず、安易な救急車の呼び出しや総合病院の
受診を控えることを心掛けたい。９月1日から
「おきなわ＃7119事業」がスタートした。救急
車を呼ぶか迷ったときは、「＃7119」に電話を
かけると相談窓口へつながり、24時間365日
相談料無料で看護師からのアドバイスを受け
ることが可能だ（一部離島を除く9）。子どもの
休日や夜間の急な病気の際は「小児救急電話相
談（＃8000）事業」の活用が有効だ。加えて、日
中でも緊急を要しない場合は「かかりつけ医
（身近な開業医）」の受診が推奨される。普段か
ら「かかりつけ医」をもつことで、病歴等の情報
を一元管理することにより適切な治療を受け
られる等のメリットもある。
　病院受診の際にも注意が必要だ。主治医が休
暇の際は別の医師が担当することや、一部の医
療行為は医師ではなく看護師が行うこともあ
るが、医師が十分な休息を確保し専門的な業務
に注力するために、そのようなケースが発生す
ることは当然だという認識を持たなくてはな
らない。また、外来診療や病状説明等は平日の
通常診療時間内の来院が原則である。医療関係
者へのヒアリングによると、本人や子どもの受
診の際に仕事を理由とした休日・時間外の外来
が現在も多くみられるという。個人の協力はも
ちろん、県内の各事業者は通院を理由とした休
暇の取得や早退等を受容する雰囲気づくりに
努め、仕事や用事等を理由とした安易な休日・
時間外の病院利用をなくしていくことが求め
られる。

（２）医療従事者の働き方のモニタリング

　他業種と比較して長時間労働が多い医師の
働き方改革については、これまでも議論が重ね
られてきた。医師の診療業務の特殊性を踏まえ
た働き方改革を推進していくため、厚生労働省

所管の「医師の働き方改革に関する検討会
（2017年～19年、全22回）」において、規制の
具体的な在り方、労働時間の短縮策等について
検討された。検討会は「医師の働き方改革の推
進に関する検討会」に引き継がれ、2019年７
月から24年３月までに19回開催されている。
　法改正前の医師の長時間労働については、医
師の勤務実態把握のために実施された「医師の
勤務環境把握に関する研究」の調査結果が同検
討会にて報告されている。それによると、長時
間労働を行っている医師の割合は減少傾向に
あるものの、2022年時点で全体の２割程度の
医師が年960時間の上限を超えており、さらに
年1,920時間を超える医師も一定数存在する
ことが分かる（図表26）。また、診療科別では医
師が不足している外科等を中心に長時間労働
がみられる（図表27）。
　全国医学部長病院長会議のアンケートでは、
大学病院に勤める医師のうち20代の24.4％、
30代の36.7％の週平均労働時間が60時間を
超える結果となっている。法定労働時間は週
40時間であるため、単純計算で週20時間、年
1,040時間以上の時間外・休日労働をしている
計算となる。特に若手の医師の長時間労働への
対策は急務である（図表28）。
　これらは全国ベースのものであるため、沖縄
県としての実態の調査や議論も今後必要だろ
う。これまで長時間労働によって沖縄の医療を
支えてきた医師の働き方が、2024年４月以
降、どのように変わったのか、現場の医師はど
のような課題を感じているのか、細かく調査を
していくことが現場の実態に即した効果的な
施策を打ち出していくうえで欠かせない。
　例えばアンケートによるモニタリング調査
が有効だと考える。調査では、時間外・休日労働
時間の推移を把握することはもちろんだが、単
に労働時間の推移だけを確認し、結果的に人手
不足等の課題を抱えている現場への負担を強
いるような調査であってはならない。本県にお
いて医療機関で働く医師や、医療従事者が持続
的に働き続けられる環境とは何か、その環境の
阻害要因が何か、本人達の意向を拾い上げ、真
摯に向き合うことが求められる。県、沖縄県医
師会には調査の検討を期待したい。

７.さいごに

　我が国の医療は医師の長時間労働によって
支えられてきており、本県も例外ではない。少
子高齢化が進むなか、医療ニーズの変化や担い
手不足により、医師個人の負担がこれまで以上
に増加する恐れがある。
　事態が深刻化するなかで「医師の働き方改革
の新制度」がはじまった。医師の健康確保と地
域医療の維持を図る制度であるが、本県の医療
現場の現状に沿うものであるか、医師本人に
とって真の意味で働きやすい環境となってい
るか、行政には、丁寧に現場の声を聞き、ニーズ
を拾いあげ、継続して制度の見直しと改善を
図っていくことを期待したい。
　私たち県民は、医師の働き方改革を理解し、
適切な救急利用や受診を心掛けたい。また、県
民一人ひとりが日頃から健康意識を高く持ち、
病気やけがを防ぐことも地域医療を守るうえ
で欠かせない。沖縄県は「新・チャーガンジュウ
おきなわ９か条」を定め、県民の健康づくりの
指針としている（図表29）。咳エチケットや体
調不良時のマスク着用等、基本的な予防策をと
ることも重要だ。

県内の各事業者の「健康経営」の取り組みにも
期待したい。健康経営とは、「従業員等の健康管
理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する」
ことで、従業員の健康保持・増進の取り組みが、
業務パフォーマンスの向上に寄与し、将来的に
収益性や企業価値を高めるとして注目されて
いる。県内関係機関（沖縄県・沖縄労働局・沖縄
県医師会・沖縄産業保健総合支援センター・全
国健康保険協会沖縄支部）が実施する「うち
なー健康経営宣言」制度を活用すると、健康経
営の取り組みのサポートが受けられるほか、健
康経営を実施している法人として認定され、社
内外のイメージ向上にもつながる（図表30）。
このように、県民の健康意識の向上はもちろ
ん、自治体、事業者が連携し、健康づくりに取り
組みやすい環境を整えていくこと必要だ。
　医師の働き方改革は医療業界だけの課題で
はなく、医療を受ける県民全員が関係者であ
る。これからも必要な時に必要な医療が安心し
て受けられる沖縄を維持するために、県全体で
課題に向き合い続けることが強く求められて
いる。

以　上

医３年間：後期研修）を経て専門医となる。上司
の指示のもとに行われる研修・研鑽は労働時間
に含まれるため、これらを合わせて時間外・休
日の労働時間を上限規制内に収める必要があ
る。
　研修を理由として長時間労働が必要な場合
は特例水準であるＣ水準が適用されることで、
時間外・休日労働時間の上限は年1,860時間と
なる。仮に上限まで労働した場合の月の平均時
間は155時間となる。他業種と比較してもかな
り長い労働時間が認められていることが分か
る。
　長時間の自己研鑽で心身に過度な負担をか
けることは持続可能な働き方ではなく、それを
強制するような環境は改善すべきだが、一方
で、５年間という研修期間は変わらないまま時
間外労働の上限規制が適用されることで、研修
が不十分な状態とならないかは留意が必要で
ある。例えば、研修の時間が実質的に短くなっ
ているのであれば、研修期間を延ばすことも一

案である。この点については、若手医師のキャ
リア形成にも大きく関わるものであり、当人の
意見をしっかりと吸い上げる必要がある。
　また、研修医の期間を終えた医師も研鑽を積
むことは継続される。複数の学会への所属や、
多くの症例に触れ経験を積む機会が今後も確
保できるか、技術向上の機会が失われていない
か、という点についても注視すべきだろう。
　一般社団法人全国医学部長病院長会議にて
実施されたアンケートでは、2024年４月の週
平均研究時間について、20代医師の80.8％が
０時間と回答しており、若手医師の研究時間の
少なさが際立っている（図表16）。これは大学
病院に限定した全国的なアンケート調査であ
るが、県内の各病院でも同様に診療に時間を取
られ十分にスキルアップのための研修や研究
ができていない可能性がある。地域医療の将来
に関わる問題であり、継続的な実態把握と研修
時間の確保のための仕組みづくり、体制づくり
が求められている。

（３）収入の減少

　病院に勤務する医師は、本務以外に副業・兼
業として他の医療機関に派遣されているケー
スもある。１つの医院での時間外・休日労働は
年960時間以内でも、副業や兼業を合わせると
それを超える場合は、連携Ｂ水準を取得する必
要がある。その場合は、年1,860時間までの時
間外・休日労働が上限となる。加えて、宿日直に
ついても図表15のとおり基準が明確になるこ
とで、十分な睡眠をとれていないまま勤務を継

続してしまう状況を作らないよう工夫がなさ
れている。
　ただし、副業・兼業を含めて時間外・休日労働
の上限を設けることや、宿日直を規制するに
よって生じる問題が、収入の減少である。これ
は、他の2024年問題の対象となる建設業・運
輸業・製糖業でも課題として挙がっていた。長
時間労働によって残業代を得ていた労働者は、
残業時間が減れば必然的に給与が減少する。労
働者の不満につながる恐れや、賃上げ交渉への

対応、場合によっては人手不足に繋がること等
が懸念されている。
　同様に、長時間労働や宿日直を多く担当して
いた医師は、従来通りの収入が得られなくなっ
てしまう可能性がある。そうなれば生活への影

響はもちろん、例えば開業を目指す医師のキャ
リア設計への影響等も考えられる。地域医療を
支える使命を背負う責任と業務内容に見合っ
た十分な収入が得られているか、という点につ
いても慎重に議論する必要がある（図表17）。

　３つの懸念点以外にも、医師が感じている課
題はあるだろう。2024年４月の適用から数か
月経つが、現場の医師の声を細かく拾い上げ、
継続して議論し、制度の改良を重ねていくこと
が重要であると考える。そのためには、定期的
にアンケート調査を実施して状況を確認して
いくことが求められる。また、本制度は全国的
なルールだが、本県特有の課題があれば、当局
に問題提起していくことも必要だろう。

５.沖縄の医療現場が従来から抱えている課題

　2024年の新制度が適用される前から、沖縄
の医療現場は様々な課題に直面している。少子
高齢化が今後も急速に進むと予想されるなか
で、医療ニーズの変化や働き手の減少等によ
り、医療提供体制の継続が危ぶまれることは想
像にたやすい。
　今後も安心して医療が受けられる体制を維
持していくための課題は山積しているが、本章
ではそのいくつかを（１）供給側、（２）需要側の
２つに分けて取り上げたい。

（１）供給側の課題

①医師の偏在

　第２章で確認したとおり、本県における
2020年末時点の人口10万人あたりの医師の
数は257.2人と全国（256.6人）をやや上回る。
　一方、離島を多く有する本県では、二次医療
圏6より細かい地域のニーズへの対策が求めら
れるという特徴がある。国の示す医療確保計画
策定ガイドラインでは局部的に医師が少ない
地域を県が「医師少数スポット」として定め、医
師が少ない地域として扱うことが可能とされ
ている。本県では北部の一部と複数の小規模離
島（以下、北部及び離島地域）が対象地域となっ
ている（図表18）。医師をはじめとする医療従
事者は都市部のある南部医療圏に集中してお
り、地域偏在がみられる。
　北部及び離島地域の医療機関は、琉球大学病
院、県立病院及び全国の大学病院等からの派遣
医師によって維持されている。本県では各病院
と連携した医師の派遣や、自治医科大学7にお
ける医師の養成・派遣等の施策によって北部及
び離島地域においても安心して地域医療が受

けられるように工夫がされている。医療需要や
医師の年齢等を考慮して全国的に医師の充足
状況を表す「医師偏在指標（図表19）」による
と、本県は全国５位に位置し「医師多数都道府
県」に分類されている。しかしながら、コロナ禍

を経て北部及び離島地域の医師不足は一層加
速しており、本県の地域特性を踏まえると医師
が充足しているとは言えない状況である。引き
続き医師の確保と、地域偏在への対策を講じる
ことが求められている。

　診療科の偏在も課題だ。本県においては全国
と比較して内科、外科等が不足している（図表
20）。また、小児科においては人口あたりの医
師数は全国を上回っているものの、地域の年少
人口数を考慮した「小児科医師偏在指標」は全
国都道府県のうち44位と、不足状況は深刻だ。
全国の医師数の推移をみると、麻酔科、放射線
科、精神科等は増加している一方で、外科や産
科・産婦人科の推移は低迷していることが明ら

かである（図表21）。また、主要の診療科である
内科や小児科も増加はしているものの総数の
増加割合を下回っている。診療科の構成比をみ
ると、最も大きい割合を占める内科の割合は
1994年の40.7％から2022年には37.1％と
なっている。
　医師の総数だけでなく診療科ごとの過不足
動向に今後も着目する必要がある。

国の76.1％に対し5.2％高い利用率で病床が
運用されている。平均在院日数は29.5日と
なっており、全国平均の27.5日を2.0日上回る
（図表５）。

　本県は全国平均並みの病床数を確保してい
るものの、その利用率が高く、平均在院日数も
長い状況にあり、全国と比較して病院の利用が
多いことが分かる。

②医療従事者数
　医療従事者数は増加傾向にあり、本県の人口
当たりの医師、看護師の従事者数は全国平均を
上回っている。2022年12月31日現在の県内
の医師の数は3,906人であり、人口10万人あ
たり266.1人（全国は262.1人）となっている
（図表６）。就業看護師の数は17,694人で、人
口10万人あたり1205.3人（全国は1049.8人）
となっている（図表７）。医療従事者数からみて
も、医療産業は多くの雇用者を生み出してお
り、このことからの経済に与えるインパクトは
大きい。
　ただしここで留意すべきは、人口あたりの数
値だけで医療従事者が充足しているとは判断
できないことである。本県は離島を多く抱える

島嶼県であり、小規模離島への派遣等の工夫が
必要であるという特性がある。さらに、本県の
医療従事者は中南部に偏在しているほか、医師
においては診療科の偏りも見られる。この課題
は第５章で詳しく取り上げる。
　また、本調査が2022年12月末時点の数値で
あることにも注意が必要である。県内の医療関
係者へのヒアリングによると、新型コロナウイ
ルスの影響による医療従事者の離職が目立っ
ており、特に看護師の数が不足している状況が
みられる。看護師不足により病床が十分に活用
できていないという声もある。足元の現状把握
と、復職しやすい環境づくり等の対策が急がれ
る。

（２）本県の病院数と医療従事者数

①病院数
　沖縄県「第８次沖縄県医療計画」（令和６年３
月）によると、2021年10月時点の本県の病院
数は89施設、人口10万人あたり6.1施設と

なっており、全国（6.5施設）と比較して0.4ポ
イント下回っている。病床数は18,605床であ
り、人口10万人あたり1,274床と全国（1,195
床）をやや上回る（図表４）。
　また、2021年の病床利用率は81.3％と、全

1．はじめに
　働き方改革の一環である「時間外労働の上限
規制」が、大企業は2019年、中小企業は2020
年から適用されている。2024年４月には一部
例外として適用が猶予されていた４つの事業・
業務（工作物の建設の事業、自動車運転の業務、
医業に従事する医師、鹿児島県及び沖縄県にお
ける砂糖製造業）にも時間外労働の上限規制の
適用が開始され、その影響についてはいわゆる
「2024年問題」として様々な角度から議論さ
れている。当社では、県内企業へのヒアリング
等から実情をまとめ、調査レポート『労働基準
法改正が県内企業に及ぼす影響（2024年問
題）』を2024年３月に公表した。
　適用が猶予されていた４業種の中でも、とり
わけ医師に関しては業務特性上、他業種と同様
に時間外労働を捉えることが難しい。時間外労
働の上限規制では、他業種の時間外労働が原則
年360時間、条件によって年720時間（一部業
種のみ年960時間）までと定められているのに
対して、医師は条件によって最大で年1,860時
間の時間外労働が認められている。時間外労働
の上限以外にも細かいルールが定められてお
り、地域医療の維持と医師の健康確保の両立を
図るための様々な工夫がみられる。他方で、本
改正によって医師の働き方がどのように変化
するのか、その懸念点等について論じるレポー

トは、同様に2024年問題の対象となる建設
業・運輸業・製糖業と比較して多くない。
　本レポートでは医師の働き方にフォーカス
し、改めて県の医療現場が抱えている課題を整
理するとともに、沖縄の医療を存続させるため
に私たち県民が意識すべきことをまとめる。

2. 本県の医療産業の概要　

（1）本県における医療産業の位置づけ

　沖縄県「県民経済計算」によると、本県の県内
総生産（名目）は2021年度で４兆3,739億円と
なっている。そのうち、保健衛生・社会事業1は
5,309億円と全体の12.6％を占め、全国の
8.3％を上回る（図表１）。
　また、RESAS2（地域経済分析システム）にて
本県の産業構造を確認すると、総務省統計局
「経済センサス－活動調査」による付加価値額
が最も大きい産業が「医療、福祉」となっている
（図表２）。全国と比較しても「医療、福祉」の付
加価値額が全産業に占める割合は高く、特化係
数は全国で３番目に高い（図表３）。特化係数と
は、当該地域における特定の産業の比率がどの
程度高いのかを、全国と比較して計る指標であ
る。
　これらのことから、県経済において医療産業
は重要な位置づけを占めており、他県と比較し
てもその経済的な重要度は高いといえる。

　総務省「人口推計」によると、2023年10月現
在の本県の人口は約147万人、うち65歳以上
は約35万人である。65歳以上の人口の割合を
示す高齢化率は23.8％であり、現時点では全
国（29.1％）を下回っている。ただし、国立社会

保障・人口問題研究所が行った推計では、本県
の　2020年から2050年にかけての高齢者人
口の伸び率は全国で最も高いと推計されてお
り、今後急速に高齢者人口が増加していくこと
が予想される（図表８、９）。

出所：沖縄県WEBサイト「うちなー健康経営宣言とは」（閲覧日：2024年８月29日）

図表30　うちなー健康経営宣言の概要

1.  保健衛生・社会事業（大分類）：医療・保険、介護、保健衛生（政府）、社会福祉（政府）、社会福祉（非営利）が細分類となる
2.  RESAS（リーサス）：地域経済分析システム。地方創生版・三本の矢の情報支援として、地域経済に関連する様々な
ビッグデータを「見える化」するシステム。経済産業省中小企業庁事業環境部企画課調査室、内閣官房デジタル田園都
市国家構想実現会議事務局が提供

3.  医療機関勤務環境評価センター：特例水準の指定取得を予定している医療機関の労務管理・健康確保の体制を確認・
評価する団体。医療法の規定に基づき、公営社団法人日本医師会が運営している

4.  オンコール：電話で招集がかかった際に駆け付けられるよう、自宅等の院外で待機すること
5. タスク・シフト/シェア：医療機関の全ての医療専門職が、それぞれの専門性を活かし、パフォーマンスを最大化するこ
と。例えば、臨床検査技師が採血業務を行う、薬剤師が薬物療法に関する患者さんへの説明をする、医師事務作業補助
者等の職員が診断書の下書きや症例データの登録、患者さんの搬送等を行うこと等がある。業務を医師１人で担うの
ではなく多職種で分担することで効率化を図る

6.  二次医療圏：高度、特殊な医療サービスを除く、一般の医療需要に対応するとともに、病院及び診療所の病床整備等、
入院医療の確保を図るために設定する地域的単位であり、５つ（北部、中部、南部、宮古、八重山）の広域行政圏を単位と
する。なお、一次医療圏は日常生活に密着した医療サービスが行われる区域として市町村、三次医療圏は専門性の高
い、高度、特殊な医療サービスが行われる区域として沖縄県全域がそれぞれ単位となる

7.  自治医科大学：へき地医療に従事する医師の養成を目的として、全都道府県の出資により設置された大学。派遣され
た学生は、卒業後に北部及び離島地域の医療機関に勤務する

8.  ＢＭＩ：体重（ｋｇ）÷（身長（ｍ））²で求められる指数。ＢＭＩ25以上は肥満とされる
9.  おきなわ＃7119事業は一部離島（伊江村、南大東村、北大東村、与那国町）を除く県内37市町村で先行実施する。
（2024年９月１日現在）
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沖縄県内におけるジャパン
ウィンターリーグ開催による
経済効果
－ 経済効果を初算出、
　　　ジャパンウィンターリーグ2023は
　　　　　　　　　　　　　５億4,600万円 －

特集２

・ジャパンウィンターリーグは2022年から毎年11
月～12月に沖縄県内の球場にて開催される野球
のリーグ戦である。
・当リーグは、プロ野球を目指す満15歳以上を対象
とした「トライアウトリーグ」とプロ野球や社会人
野球の選手がスキルアップを目指して参加する
実践目的の「アドバンスリーグ」の２種類に分けら
れる。国内に加え海外からの参加も多く、2023年
に開催されたジャパンウィンターリーグ2023で
は101人の選手が参加し、うち海外選手が全体の
約３割を占めた。
・当リーグには国内のプロ野球、独立リーグ、社会
人野球、MLBなど多くの球団のスカウトが参加し
ており、ジャパンウィンターリーグ2023では参
加選手101人中27人が契約を獲得した。

・ジャパンウィンターリーグ2023の延べ観客数は
2,040人となり、前年の約２倍となった。これをも
とに試算した当リーグの沖縄県内における経済
効果は５億4,600万円となった。
・今後の展望として、2024年11月にジャパンウィ
ンターリーグ2024を開催予定。2025年以降も
リーグの継続・拡大を目指す。
・当リーグは野球界のプラットフォームとして世
界から多くの人々を呼び込む可能性のあるコン
テンツである。参加者数や観客数が増加するにつ
れ、経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
の実現のために行政や観光事業者などと連携し
た広報や集客活動の強化が必要となるであろう。
今後も野球界や沖縄観光の発展に向けたジャパ
ンウィンターリーグの動向に注目したい。

要　　旨

りゅうぎん総合研究所
上席研究員

我 謝　和 紀

4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。
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4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

図表３　アドバンスリーグの３つの特徴

出所：株式会社ジャパンリーグ提供資料より抜粋

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。

4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

図表1　ジャパンウィンターリーグの舞台として沖縄を選んだ理由

図表２ トライアウトリーグの４つの特徴

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：株式会社ジャパンリーグ提供資料より抜粋

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。
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4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

図表３　アドバンスリーグの３つの特徴

出所：株式会社ジャパンリーグ提供資料より抜粋

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。
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4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

出所：りゅうぎん総合研究所

図表５　産業連関表の組み換え

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。

4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

図表４　ジャパンウィンターリーグのあゆみ（2022年～2023年）

出所：株式会社ジャパンリーグ提供資料をもとにりゅうぎん総合研究所にて作成

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。
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4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

出所：りゅうぎん総合研究所

図表５　産業連関表の組み換え

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。
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4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

出所：りゅうぎん総合研究所

図表８　ジャパンウィンターリーグ2023関連支出（直接支出額）

図表９　ジャパンウィンターリーグ2023による経済効果

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。

4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

図表６　経済波及効果算出の流れ

図表７　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者・観客数　（単位：人）
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試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

出所：株式会社ジャパンリーグ提供データより

出所：りゅうぎん総合研究所

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。
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4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。
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試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

出所：りゅうぎん総合研究所

図表８　ジャパンウィンターリーグ2023関連支出（直接支出額）

図表９　ジャパンウィンターリーグ2023による経済効果

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。
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4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。
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りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
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た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
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　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

出所：りゅうぎん総合研究所

（参考）ジャパンウィンターリーグ2023による経済効果　24部門表

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。

4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：株式会社ジャパンリーグ提供資料をもとにりゅうぎん総合研究所にて作成

図表10　ジャパンウィンターリーグ2023による産業別経済効果

図表11　ジャパンウィンターリーグ2024の概要（2024年10月９日時点）

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。
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4.今後の展望

　2024年11月23日～12月19日にコザしん
きんスタジアム（沖縄市野球場）にて、３回目と
なるジャパンウィンターリーグ2024の開催
が予定されている（図表11）。当リーグはトラ
イアウトリーグ、アドバンスリーグともに定員
を80人とし、全55試合を予定している。試合
は全試合、スポーツ専門の動画配信サービス
「DAZN（ダゾーン）」にて独占無料配信される。
また、アドバンスリーグには国内プロ野球から
は初となる「埼玉西武ライオンズ」や「東北楽天

ゴールデンイーグルス」、海外からは台湾のプ
ロ野球球団「統一ライオンズ」や中国の「中国野
球協会」の選手の参加が決定しており、今後の
参加動向が注目される。さらに開幕ゲームに
3,000人の観客動員を目指しており、県内の飲
食業組合とタイアップしたフードトラックの
呼び込みや、学校法人とのコラボレーション企
画などを実施予定である。
　2025年以降も野球界のプラットフォーム
としてリーグの継続・拡大を目指す。

（3）沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ2023の経済効果

　まず、県内の産業全体自給率は100ではない
ため、（２）で求めた直接支出額４億100万円に
自給率をかけると、県内供給分である直接効果
３億4,700万円が求められる（図表９）。
　次に、宿泊費や飲食費、土産品購入費などの
需要が発生すると、当該産業だけでなく、こう
した産業に原材料やサービス等を提供してい
る産業の売上増加へと効果が波及していく。こ
れが１次間接効果であり、１億3,200万円とな
る。さらに、直接効果と１次間接効果で生じた

各産業における雇用者の所得増加は、家計（個
人）の消費支出を増加させ、関連する各産業の
生産を誘発していく。これが２次間接効果であ
り、6,800万円となる。直接効果、１次間接効
果、２次間接効果の合計が５億4,600万円とな
り、これがジャパンウィンターリーグ2023開
催による経済効果である。直接支出額に対し、
1.36倍の経済効果をもたらすことになる。
　また、経済効果のうち粗付加価値額が２億
9,300万円となり、さらにそのうちの1億
2,700万円が雇用者所得と推計された。

（1）リーグ参加者および観客数
　ジャパンウィンターリーグ2023の参加者
において、選手・関係者は合計181人、報道関係
者・スカウト等は352人となった。また、大会期

間中の観客数は、延べ2,040人となった。延べ
観客数のうち、県内からの観客数は1,800人、
県外・海外からの観客数は240人となった（図
表７）。

（2）リーグ関連支出額（直接支出額）
　ジャパンウィンターリーグ2023の開催に
あたっては、選手や関係者等に加え、県外や海
外からの観客が沖縄県を訪れ、県内で宿泊や飲
食、娯楽・レジャー、土産品購入等に支出するほ
か、多くの県民が会場へ出かけ飲食などをおこ
なう。また、主催者による大会運営のための支

出や関連経費等の支出があり、これらを合計し
たものが直接支出額となる。
　この直接支出額を推計すると、総額で４億
100万円となった（図表８）。その内訳は宿泊費
が１億3,400万円、飲食費は6,800万円、土産
品購入が6,900万円、交通費が5,000万円など
となった。

5.おわりに

　本レポートにてジャパンウィンターリーグ
のあゆみを振り返り、当リーグの開催によりも
たらされる沖縄県内への経済効果を算出した。
当リーグは2022年より開催され、その歴史は
浅いが、地道なPR活動を通して野球界の登竜
門として国内外から多くの注目を集めるよう
になり、２回目となるジャパンウィンターリー
グ2023は前年の約２倍の観客を動員した。
　2024年プロ野球春季キャンプの経済効果
が過去最高額の177億円（2024年７月りゅう
ぎん総合研究所）となっており、野球関連イベ
ントは沖縄県内においても需要が高く、また沖
縄の観光業界の課題である観光需要の年間平
準化にも貢献していることは明らかである。

ジャパンウィンターリーグはトライアウトや
スキルアップといった野球をする人々の夢に
向かって挑戦できるイベントという側面のみ
ならず、野球界のプラットフォームとして、野
球関係者を中心に世界から多くの人々を呼び
込む可能性のあるコンテンツであり、今後の
益々の発展が期待される。
　また、参加者数や観客数が増加するにつれ、
経済効果もさらに拡大することが見込まれ、そ
れを実現するためには行政や観光事業者など
と連携した広報や集客活動の強化が必要とな
るであろう。
　今後も野球界や沖縄観光の発展に向けた
ジャパンウィンターリーグの動向に注目した
い。

にかけて宜野湾市立野球場およびANA　
BALL　PARK浦添（浦添市民球場）にて計32
試合が行われた。国内独立リーグや実業団など
から派遣された50人の選手が参加した。リー
グ最終日は海外選手対日本人選手のビジョン
マッチも行われ、熱戦を繰り広げた。
　スカウトは国内外から31球団参加し、契約
を獲得した選手は27人に上り、第１回リーグ
の２倍以上となった。また、コーディネーター
として参加していたダニエル・カタラン1氏が

台湾のプロ野球チームの打撃コーチとしてス
カウトされ契約するなど、選手のみならずコー
チ陣によるスカウト契約の動きもあった。
　また、日本全国のコンビニエンスストア等を
中心に広報活動を強化した結果、延べ観客数は
2,040人となり、第１回リーグの約２倍となっ
た。さらにYouTubeに加えて動画配信サービ
スの「ベースボールLIVE」でも試合の様子が配
信され、オンラインでの視聴者数も増加した。

②トライアウトリーグ

　トライアウトリーグはプロを目指す満15歳
以上の野球経験者（義務教育終了）を対象とし
たリーグである。高校生から大学生、一般人ま
で幅広い年齢の選手が参加しており、国内のみ
ならず世界中から選手とスカウトが集まる野
球界の登竜門となっている。選手はチームに分
かれ１ヶ月間リーグ戦を行い、スカウトにア
ピールすることができる。
　トライアウトリーグの特徴は、①長期間のト

ライアウトによって選手は実力が発揮できス
カウト側とのマッチングの整合性が高まる実
践環境の提供、②全試合の選手の評価を定量
データ化しリモートでスカウトができる仕組
み、③国内外のプロ野球や独立リーグ、社会人
野球などのスカウトを集約し多様な進路の提
供、④指導者やアナリスト、トレーナーなどの
様々な関係者が集まる野球界のプラット
フォームとしての機能の４つである（図表２）。

③アドバンスリーグ

　アドバンスリーグはプロ野球や社会人野球
の選手が参加する実践目的のスキルアップ
リーグである。国内のプロ野球や独立リーグ、
社会人野球に加え、韓国や台湾のプロ野球球団
も参加しており、各球団から派遣された選手が
チームに分かれ、１か月間リーグ戦を行う。

　アドバンスリーグの特徴は、①大会などへの
参加が少なかった選手への出場機会の提供、②
指導者やアナリスト、トレーナーなどの様々な
関係者が集まる野球界のプラットフォームと
しての機能、③他チーム選手など様々なバック
グラウンドを持つ選手と交流ができ、視野を広
げる機会の提供の３つである（図表３）。

（２）ジャパンウィンターリーグのあゆみ

　１回目のジャパンウィンターリーグは
2022年11月24日～12月25日に開催された。
当リーグはトライアウトリーグのみの開催で
あり、海外選手７人、県出身15人を含めた総勢
66人の選手が参加した。参加選手はチームに
分かれ、県内４球場にて21試合が行われた。試
合中の選手の投球や打球データを数値化し、そ
のトラッキングデータをYouTubeにて試合中
継とあわせて配信する国内初の取り組みを行
い、リモートでもスカウティングができる新た
な仕組みが話題となった。これにより国内のプ
ロ野球、独立リーグ、社会人野球、MLB(アメリ
カ、カナダのプロ野球リーグ)などから31球団
ものスカウトが参加し、36人の選手がスカウ
トされ、うち10人が契約を獲得した。
　その他にもトレーナーやアナリストによる
講座やももいろクローバーＺの高城れにさん
による始球式、日本プロ野球選手会が主催する
キャッチボールクラシックと連携した野球教

室などのイベントを開催し、多方面で盛り上が
りを見せ、開催期間中の延べ観客数は約1,000
人を動員した（図表４）。
　２回目のジャパンウィンターリーグ2023
は2023年11月23日～12月24日に開催され
た。当リーグからトライアウトに加え新たにア
ドバンスリーグが開催され、参加選手数は第１
回リーグより35人増の101人となった。その
うち海外選手は24人増え、全体の約３割を占
めた。
　トライアウトリーグは11月25日～12月24
日にかけてコザしんきんスタジアム（沖縄市野
球場）にて21試合が行われた。日本、韓国、アメ
リカ、イギリスなど世界各国から50人の選手
が参加した。また、独立行政法人国際協力機構
（JICA）と提携し、「世界の野球選手に光を」プ
ロジェクトを実施し、アルゼンチンU－23代
表のアンマ・ペドロ選手を招聘し話題となっ
た。
　アドバンスリーグは11月23日～12月17日

2.ジャパンウィンターリーグのあゆみ

（１）ジャパンウィンターリーグの概要

①ジャパンウィンターリーグとは

　ジャパンウィンターリーグは2022年、株式
会社ジャパンリーグ（2022年設立、鷲崎一誠
社長）が主催し、同社と沖縄県出身の元プロ野
球選手大野倫氏らが中心となり発足した野球
のウィンターリーグである。アメリカのウィン
ターリーグへ参加経験のある鷲崎氏の「不運な

怪我やタイミングのずれで活躍する機会を逃
した選手へプレーする場所を提供したい」との
思いから始まった。
　沖縄を選んだ理由として、鷲崎氏は①冬場で
も野球ができる温暖な気候、②オフの日には観
光ができるリゾート地、③プロ野球春季キャン
プを例に野球が盛んな地域であることの３つ
を挙げている（図表１）。

1．はじめに
　沖縄県は、年間を通して比較的暖かい気候で
あるという特性から、観光の閑散期となる冬場
を中心にスポーツツーリズムによる観光誘客
を図っている。中でもプロ野球春季キャンプに
見られるように野球の人気は根強く、冬場の新
たな野球関連イベントとしてジャパンウィン
ターリーグが2022年より県内の球場にて開
催されている。
　ジャパンウィンターリーグは毎年11月～
12月に開催され、「陽の目を浴びていない場所
に光を」をコンセプトに、プロ野球を目指す選
手のトライアウトやプロ・社会人野球選手のス
キルアップを目的とした試合が行われ、国内初
の本格的なウィンターリーグとして注目され
ている。また、沖縄県の「令和5年度スポーツ

ツーリズム戦略推進事業」にて、県内で開催さ
れるスポーツイベントのモデル事業に選出さ
れており、「スポーツアイランド沖縄」の形成に
向けて今後の発展が期待されるイベントであ
る。
　りゅうぎん総合研究所は、野球を軸とした新
たな観光コンテンツとしてジャパンウィン
ターリーグの成長性に着目し、その県内への経
済効果について調査した。本調査ではジャパン
ウィンターリーグのあゆみを振り返りながら、
当リーグ開催により沖縄県経済にもたらされ
る効果を定量的に分析する。また、分析におい
ては当リーグ開催による経済活動により新た
に生み出される需要（直接支出額）を推計し、こ
れをもとに産業連関分析を行うことで経済波
及効果や雇用効果を試算した。

3.ジャパンウィンターリーグ2023の経済効果

（産業連関表について）

　産業連関表とは、一定期間（通常１年間）にお
ける、ある特定の地域で行われた財やサービス
の経常的な取引（生産・販売の実態）を行列形式
で表にまとめたものである。
　各産業は、他の産業から原材料や燃料などを
購入し、これを加工して別の財・サービスを生
産し、さらにそれを別の産業に対して販売す
る。購入した産業は、それらを原材料等として
また別の財・サービスを生産する。産業連関表

は、このような財・サービスの「購入→生産→販
売」という産業相互間の連鎖的なつながりを一
覧表にしたものである2。
　本調査では、最も新しい2015年（平成27年）
沖縄県産業連関表を用いて経済効果分析を行
う。なお、沖縄県が作成した14部門表には、当
リーグ開催による需要増加が見込まれる「宿泊
業」や「飲食サービス業」等がないため、公表用
基本分類表（行458部門、列367部門）より同部
門を抽出し、汎用的に活用できるよう24部門
表を作成した（図表５）。

（経済効果算出の手順）

　経済波及効果算出の流れを図表６に示した。
分析にあたり、前提条件となるジャパンウィン
ターリーグ2023の開催によって新たに発生
した需要である直接支出額を求め、これに自給
率を乗じたものが「直接効果」（域内生産額）と
なる。直接効果とは、各産業における事業活動
のうち、県内で生じた財やサービスに対する需
要のことで、県内産業に新たに生じた生産増加
分を指す。自給率を乗じるのは、需要のすべて
が県内で生産された財やサービスに対して発
生するわけではなく、域外（県外・海外）からの
移輸入により賄われた分も含まれており、その

域外生産分を除くためである。
　次に、産業連関表を用いて間接波及効果を求
める。間接波及効果は「１次間接波及効果」（直
接効果に要した原材料を通して他の産業の生
産を誘発する効果）、「２次間接波及効果」（直接
効果、１次間接波及効果によって誘発された雇
用者所得が家計消費を通して各産業の生産を
誘発する効果）を足し合わせたものである。
　これらの直接効果、１次間接波及効果、２次
間接波及効果の合計が「経済効果（生産誘発
額）」となる。また、経済効果のうち雇用者に支
払われた賃金である雇用者所得や企業の利益
である営業余剰などが「粗付加価値額」となる。

出所：りゅうぎん総合研究所

（参考）ジャパンウィンターリーグ2023による経済効果　24部門表

（4）産業別の経済効果

　経済効果５億4,600万円を産業別にみると、
ホテルなどの「宿泊業」が１億3,400万円と最
も大きく、次いで「飲食サービス業（飲食店な

ど）」が7,500万円、「対個人サービス業」5,500
万円、「対事業所サービス業」4,900万円などと
なった（図表10）。
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1. ドジャースの大谷翔平選手をはじめ、メジャーリーグや日本のプロ野球選手も多く訪れる米シアトルのトレーニング
施設「ドライブインベースボール」のバッティングトレーナー

2. 総務省HP「産業連関表とは」https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/io/t_gaiyou.htm
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コロナ後の沖縄県の景気動向
－県経済は2023年度には、
　　　ほぼコロナ前の水準に戻る－

特集３ をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

りゅうぎん総合研究所
客員研究員

金 城　毅

・2019年末に新型コロナウイルスの感染が世界中

に拡散してから、4年半余が経過した。本レポー

トでは、コロナ後の県内景気について、りゅうぎ

ん景気動向指数（D I .、C I .）とりゅうぎん計量経

済モデルを用いて、足元の景気動向と経済水準

がコロナ前と比較してどの程度の水準となって

いるかをみた。

・景気の拡大、後退をみるDIを累積した累積DIで県

内景気の動向をみると、東日本大震災が発生し

た後の2011年6月を底に持ち直し、回復に転じて

いる。その後、インバウンドの増加や振興予算の

増額、大型建設投資などにより長期の景気拡大

が続いた。累積DIは19年9月にピークとなり、そ

の後低下がみられる。そして、19年12月末には中

国で新型コロナウイルスの感染が確認され、感

染が世界中に拡大したことから、国内外の経済

活動は大きな打撃を被った。本県の累積DIは大き

く落ち込み、20年7月以降、横ばいで推移し、22年

4月頃から上向いている。

・また、景気変動の大きさやテンポ（量感）を測定

するCIは、東日本大震災が発生した後の5月を底

に持ち直し、その後、長期に及ぶ上昇が続いた

が、17年7月をピークに低下に転じ、景気の水準

はまだ高いものの、減速し始めたことが確認で

きる。20年1月以降は新型コロナウイルスの感染

拡大により、CIの値は急速に低下した。CIは20年5

月を底に下げ止まり、21年7月頃から持ち直しに

転じている。そして、CIでみた景気拡大のテンポ

は、22年11月にはコロナ前のピークとなった17

年7月を上回っている。その後、CIは23年の10月

から11月にかけて低下し、その後、翌24年の4月

まで横ばいで推移したが、5月以降は再び持ち直

しており、この期間は景気の踊り場であったと

みられる。

・本レポートでは、DIを用いてヒストリカルDIを作

成し、これにより県内景気の山と谷の時期（景気

基準日付）についても特定してみた。この結果、

本県の1977年以降の景気循環は6回あったとみ

られる。直近の景気の山と谷は、景気の山が18年

12月であり、谷が20年12月であったと推定され

る。

・また、計量経済モデルを用いて、新型コロナウイ

ルスの影響がなかった2018年度の経済水準を標

準ケースとして、19～24年度までの入域観光客

数と一人当たり観光消費額の減少や増加が県経

済に及ぼした影響を試算した。試算結果による

と、実質県内総生産は感染の影響が最も大き

かった20年度から21年度にかけて両年度とも標

準ケース比で▲7.9ポイントと大幅に減少し、そ

の後は、マイナス幅が徐々に縮小し、23年度には

▲0.2ポイントと、ほぼコロナ前の水準に戻って

いる。名目県内総生産や就業者数、完全失業率、

消費者物価指数、税収などについても、20年度か

ら21年度が標準ケースとの乖離幅が大きく、そ

の後は改善傾向がみられる。22年度は、感染対策

の効果なども浸透し、経済活動も回復の動きが

みられた。そして、23年度には主要指標がほぼコ

ロナ前の水準に戻っている。なお、今回の試算に

おいて、一人当たり観光消費額は政府の全国旅

行支援などの施策もあり、比較的高額な宿泊施

設の利用などから、むしろコロナ前より増加し

ている。一人当たり観光消費額の増加は、入域観

光客数の減少のマイナス効果をある程度相殺す

る政策効果があったといえる。

要　　旨

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。

をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

図表3　累積DIと県内業況判断DIの推移　（沖縄県）

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。

⑤ 建築着工床面積（非居住用） ⑥ 住宅着工床面積
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累積ＤＩ（左軸、1975年3月＝50） 業況判断DI（右軸）

（備考）業況判断DIは日本銀行那覇支店、累積DIはりゅうぎん総合研究所が作成。

（年：四半期）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 2.3 0.0 1.0 -1.3 0.2 0.8 -0.2 -0.6 -3.0 -0.7 -0.7 -0.6
県内主要ホテル稼働率 1.4 -0.3 0.1 0.4 1.0 -0.6 -2.3 -1.4 -2.0 -1.6 -0.8 0.6
小売売上 -0.2 0.8 1.4 -0.4 0.1 -0.1 -1.9 0.2 3.8 -8.2 3.7 -0.3
新車販売 1.0 1.1 0.1 4.9 -2.6 -2.1 -1.8 1.7 0.5 -5.9 2.0 -0.9
建築着工床面積（非居住用） -0.8 -2.2 -5.0 0.6 -1.2 -1.3 4.1 1.5 1.5 -3.1 -0.8 -1.2
住宅着工床面積 -1.6 0.6 1.2 -2.7 -3.0 3.9 -0.8 3.0 0.6 -3.3 0.1 -0.9
有効求人倍率 -0.3 -1.1 -2.7 -2.2 -2.6 2.2 1.1 1.4 -3.7 0.5 -4.6 -3.1

2019年

をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

図表1　DI、CIで採用した指標　（沖縄県）

図表2　個別指標の推移　（沖縄県）

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。

作成機関 資料出所 加工方法

① 入域観光客数 沖縄県文化観光スポーツ部 「入域観光客統計概況」 X-12-ARIMA

② 県内主要ホテル稼働率 日本銀行那覇支店 「県内金融経済概況」 X-12-ARIMA

③ 小売売上高 日本銀行那覇支店、経済産業省 「県内金融経済概況」 前年同月比

④ 新車販売台数 沖縄県自動車販売協会 「りゅうぎん調査」 X-12-ARIMA

⑤ 建築着工床面積(非居住用）国土交通省 「建築着工統計調査」 後方3か月移動平均

⑥ 住宅着工床面積 国土交通省 「住宅着工統計調査」 X-12-ARIMA

⑦ 有効求人倍率 厚生労働省 「職業安定業務統計」 X-12-ARIMA

(備考）  1．原データの季節調整（X-12-ARIMA）はりゅうぎん総合研究所による。

           2．小売売上高は、2017年8月以前は日本銀行那覇支店調べ、同年9月以降は経済産業省の「商業動態  

　　 　　　　統計」による。

指標名

（採用した個別の指標）

① 入域観光客数 ② 県内主要ホテル稼働率

③ 小売売上高 ④ 新車販売台数
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

図表3　累積DIと県内業況判断DIの推移　（沖縄県）

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。

⑤ 建築着工床面積（非居住用） ⑥ 住宅着工床面積
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累積ＤＩ（左軸、1975年3月＝50） 業況判断DI（右軸）

（備考）業況判断DIは日本銀行那覇支店、累積DIはりゅうぎん総合研究所が作成。

（年：四半期）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 2.3 0.0 1.0 -1.3 0.2 0.8 -0.2 -0.6 -3.0 -0.7 -0.7 -0.6
県内主要ホテル稼働率 1.4 -0.3 0.1 0.4 1.0 -0.6 -2.3 -1.4 -2.0 -1.6 -0.8 0.6
小売売上 -0.2 0.8 1.4 -0.4 0.1 -0.1 -1.9 0.2 3.8 -8.2 3.7 -0.3
新車販売 1.0 1.1 0.1 4.9 -2.6 -2.1 -1.8 1.7 0.5 -5.9 2.0 -0.9
建築着工床面積（非居住用） -0.8 -2.2 -5.0 0.6 -1.2 -1.3 4.1 1.5 1.5 -3.1 -0.8 -1.2
住宅着工床面積 -1.6 0.6 1.2 -2.7 -3.0 3.9 -0.8 3.0 0.6 -3.3 0.1 -0.9
有効求人倍率 -0.3 -1.1 -2.7 -2.2 -2.6 2.2 1.1 1.4 -3.7 0.5 -4.6 -3.1
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

図表6　CIと累積DIの推移　（沖縄県）

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。

入域観光客数 ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
県内主要ホテル稼働率 ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
小売売上 － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ － － － ＋
新車販売 ＋ － － ＋ － － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋
建築着工床面積（非居住用） － － － － ＋ － － － － ＋ ＋ ＋
住宅着工床面積 － － － ＋ ＋ － － － － － ＋ ＋
有効求人倍率 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
拡張系列数 4 2 2 6 5 4 5 5 4 4 6 7
採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
総合指数 57.1 28.6 28.6 85.7 71.4 57.1 71.4 71.4 57.1 57.1 85.7 100.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

入域観光客数 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ －

県内主要ホテル稼働率 ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － － － － －

小売売上 ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － － －

新車販売 ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － － － ＋ ＋ －

建築着工床面積（非居住用） － － － － － ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋

住宅着工床面積 ＋ － － － ＋ ＋ ＋ ＋ － － － ＋

有効求人倍率 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － －

拡張系列数 6 5 5 4 4 5 5 2 2 3 3 2

採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

総合指数 85.7 71.4 71.4 57.1 57.1 71.4 71.4 28.6 28.6 42.9 42.9 28.6

1 2 3 4 5 6 7
入域観光客数 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
県内主要ホテル稼働率 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
小売売上 － ＋ ＋ － － ＋ ＋
新車販売 － － － － ＋ ＋ ＋
建築着工床面積（非居住用） － － － ＋ ＋ ＋ ＋
住宅着工床面積 ＋ ＋ － － － ＋ ＋
有効求人倍率 － ＋ ＋ － － － －
拡張系列数 3 5 4 3 4 6 6
採用系列数 7 7 7 7 7 7 7
総合指数 42.9 71.4 57.1 42.9 57.1 85.7 85.7

（備考）「＋」は拡張、「－」は後退。りゅうぎん総合研究所による。
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新型コロナウイルスの感染確認

をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

図表4　DIと累積DIの推移　（沖縄県）

図表5　景気動向指数（DI）と個別指標の推移　（沖縄県）

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。
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ＤＩ（左軸） 累積ＤＩ（右軸、1975年3月＝50）

（年）

（備考）りゅうぎん総合研究所にて作成。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

入域観光客数 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － －

県内主要ホテル稼働率 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － － －

小売売上 － ＋ ＋ ＋ ＋ － － － ＋ － － －

新車販売 － － ＋ ＋ ＋ ＋ － － ＋ － － －

建築着工床面積（非居住用） ＋ ＋ － － － － ＋ ＋ ＋ － － －

住宅着工床面積 － ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ＋ － － －

有効求人倍率 ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － －

拡張系列数 4 6 5 4 4 4 4 4 5 1 0 0

採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

総合指数 57.1 85.7 71.4 57.1 57.1 57.1 57.1 57.1 71.4 14.3 0.0 0.0

2020/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

入域観光客数 ＋ － － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

県内主要ホテル稼働率 ＋ － － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

小売売上 ＋ － － － － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋

新車販売 ＋ ＋ － － － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ －

建築着工床面積（非居住用） － － － ＋ ＋ ＋ － ＋ － － － －

住宅着工床面積 － － ＋ ＋ ＋ － － － － ＋ － ＋

有効求人倍率 － － － － － － － － － － ＋ ＋

拡張系列数 4 1 1 2 2 2 4 5 3 5 5 5

採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

総合指数 57.1 14.3 14.3 28.6 28.6 28.6 57.1 71.4 42.9 71.4 71.4 71.4

2019年

2020年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

入域観光客数 － － － ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ＋ ＋

県内主要ホテル稼働率 － － － ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ＋ ＋

小売売上 － － ＋ ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ＋ －

新車販売 － － ＋ － － － ＋ ＋ － － － ＋

建築着工床面積（非居住用） － － ＋ ＋ ＋ － － － － ＋ ＋ ＋

住宅着工床面積 － ＋ ＋ － － ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋

有効求人倍率 ＋ － － － ＋ ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋

拡張系列数 1 1 4 4 5 2 3 1 4 5 6 6

採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

総合指数 14.3 14.3 57.1 57.1 71.4 28.6 42.9 14.3 57.1 71.4 85.7 85.7

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
県内主要ホテル稼働率 ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
小売売上 － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ － － － ＋
新車販売 ＋ － － ＋ － － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋
建築着工床面積（非居住用） － － － － ＋ － － － － ＋ ＋ ＋
住宅着工床面積 － － － ＋ ＋ － － － － － ＋ ＋
有効求人倍率 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
拡張系列数 4 2 2 6 5 4 5 5 4 4 6 7
採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
総合指数 57.1 28.6 28.6 85.7 71.4 57.1 71.4 71.4 57.1 57.1 85.7 100.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

入域観光客数 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ －

県内主要ホテル稼働率 ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － － － － －

小売売上 ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － － －
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

図表6　CIと累積DIの推移　（沖縄県）

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。

入域観光客数 ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
県内主要ホテル稼働率 ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
小売売上 － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ － － － ＋
新車販売 ＋ － － ＋ － － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋
建築着工床面積（非居住用） － － － － ＋ － － － － ＋ ＋ ＋
住宅着工床面積 － － － ＋ ＋ － － － － － ＋ ＋
有効求人倍率 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
拡張系列数 4 2 2 6 5 4 5 5 4 4 6 7
採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
総合指数 57.1 28.6 28.6 85.7 71.4 57.1 71.4 71.4 57.1 57.1 85.7 100.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

入域観光客数 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ －

県内主要ホテル稼働率 ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － － － － －

小売売上 ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － － －

新車販売 ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － － － ＋ ＋ －

建築着工床面積（非居住用） － － － － － ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋

住宅着工床面積 ＋ － － － ＋ ＋ ＋ ＋ － － － ＋

有効求人倍率 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － － －

拡張系列数 6 5 5 4 4 5 5 2 2 3 3 2

採用系列数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

総合指数 85.7 71.4 71.4 57.1 57.1 71.4 71.4 28.6 28.6 42.9 42.9 28.6

1 2 3 4 5 6 7
入域観光客数 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
県内主要ホテル稼働率 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋
小売売上 － ＋ ＋ － － ＋ ＋
新車販売 － － － － ＋ ＋ ＋
建築着工床面積（非居住用） － － － ＋ ＋ ＋ ＋
住宅着工床面積 ＋ ＋ － － － ＋ ＋
有効求人倍率 － ＋ ＋ － － － －
拡張系列数 3 5 4 3 4 6 6
採用系列数 7 7 7 7 7 7 7
総合指数 42.9 71.4 57.1 42.9 57.1 85.7 85.7

（備考）「＋」は拡張、「－」は後退。りゅうぎん総合研究所による。
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

図表9　CIの前月比増減と各指標の寄与度　（沖縄県）

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 -4.9 -4.0 5.1 4.9 3.4 4.3 4.6 3.6 -4.3 5.5 3.2 4.2
県内主要ホテル稼働率 -4.7 -3.8 5.1 3.5 2.9 4.1 4.1 -0.2 -2.6 4.1 3.9 3.9
小売売上 0.1 1.0 0.5 1.1 -1.8 4.4 -1.2 2.4 -4.6 -0.1 0.7 1.9
新車販売 -1.1 -0.9 1.9 1.3 -3.0 7.8 3.6 -1.5 -0.7 1.9 0.3 3.4
建築着工床面積（非居住用） -2.8 -1.4 1.7 -1.2 1.7 -0.4 -1.8 -1.8 -0.7 4.5 3.4 -0.1
住宅着工床面積 -1.4 0.3 1.1 0.6 0.2 -0.1 -0.7 1.2 -0.3 -0.9 2.4 0.2
有効求人倍率 0.6 0.0 0.5 2.8 2.3 5.6 1.1 4.6 1.5 6.4 4.3 -1.2
ＣＩの増減 -14.3 -8.7 15.8 13.0 5.8 25.7 9.6 8.3 -11.7 21.6 18.2 12.3

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 -0.1 2.0 3.1 -1.6 1.3 -0.3 -1.0 -3.5 6.5 -1.0 -4.2 -0.2
県内主要ホテル稼働率 -4.4 3.8 1.3 -5.5 -0.7 0.8 -2.7 -2.8 4.5 -3.3 -5.7 -0.2
小売売上 2.2 -1.7 1.3 -0.1 0.8 -2.5 3.2 0.8 -0.2 -2.1 -1.6 -2.2
新車販売 1.0 2.1 -2.9 2.4 -3.4 2.7 -4.5 -0.9 3.7 0.3 -2.0 -1.4
建築着工床面積（非居住用） -5.0 -5.4 -4.9 3.5 0.0 4.1 -3.0 -3.2 -3.4 4.1 -0.3 0.6
住宅着工床面積 3.4 -4.0 0.3 -0.6 2.0 5.3 -4.6 0.0 0.6 -2.1 -0.1 2.8
有効求人倍率 4.6 -2.8 0.2 5.4 2.1 -0.1 0.2 -2.4 0.2 -3.6 -3.8 0.6
ＣＩの増減 1.6 -6.0 -1.6 3.4 2.1 9.9 -12.5 -11.9 11.8 -7.5 -17.7 0.1

1 2 3 4 5 6 7
入域観光客数 4.1 1.8 0.5 -0.5 -0.2 1.4 2.3
県内主要ホテル稼働率 5.1 -1.8 0.0 3.3 -0.3 0.9 -0.5
小売売上 0.8 4.1 -2.4 -2.5 -0.9 6.1 -4.4
新車販売 -2.5 -1.8 -0.9 1.7 3.5 1.6 -1.6
建築着工床面積（非居住用） -6.4 -1.2 0.0 3.2 5.9 0.5 -1.5
住宅着工床面積 -0.6 -1.0 -1.3 1.0 -0.5 2.4 -0.5
有効求人倍率 -0.6 1.5 0.6 -5.4 -4.6 -2.5 0.6
ＣＩの増減 -0.1 1.5 -3.5 0.8 3.0 10.4 -5.6

(備考）りゅうぎん総合研究所による。
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

図表7　沖縄県と全国のCIの推移

図表8　CIの前月比増減と各指標の寄与度　（沖縄県）

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 2.3 0.0 1.0 -1.3 0.2 0.8 -0.2 -0.6 -3.0 -0.7 -0.7 -0.6
県内主要ホテル稼働率 1.4 -0.3 0.1 0.4 1.0 -0.6 -2.3 -1.4 -2.0 -1.6 -0.8 0.6
小売売上 -0.2 0.8 1.4 -0.4 0.1 -0.1 -1.9 0.2 3.8 -8.2 3.7 -0.3
新車販売 1.0 1.1 0.1 4.9 -2.6 -2.1 -1.8 1.7 0.5 -5.9 2.0 -0.9
建築着工床面積（非居住用） -0.8 -2.2 -5.0 0.6 -1.2 -1.3 4.1 1.5 1.5 -3.1 -0.8 -1.2
住宅着工床面積 -1.6 0.6 1.2 -2.7 -3.0 3.9 -0.8 3.0 0.6 -3.3 0.1 -0.9
有効求人倍率 -0.3 -1.1 -2.7 -2.2 -2.6 2.2 1.1 1.4 -3.7 0.5 -4.6 -3.1
ＣＩの増減 1.7 -1.2 -4.0 -0.8 -8.1 2.8 -1.8 5.8 -2.2 -22.4 -1.1 -6.5

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 1.4 -4.0 -6.7 -5.4 -1.4 6.6 3.3 -2.4 1.6 4.6 3.2 -3.1
県内主要ホテル稼働率 2.5 -3.7 -6.5 -5.2 0.3 3.7 3.3 -2.2 1.6 4.8 3.3 1.3
小売売上 1.2 -0.8 -3.6 -2.9 2.7 4.7 -2.2 -2.8 -1.3 5.4 0.1 -0.5
新車販売 0.0 2.8 -2.9 -1.1 -2.6 4.5 1.4 1.5 0.6 0.9 -1.6 -1.3
建築着工床面積（非居住用） -2.5 -0.4 -0.1 -0.1 0.1 1.2 -1.2 0.8 -1.9 -0.1 -1.7 -1.6
住宅着工床面積 -1.8 1.8 -0.1 -0.9 1.2 1.2 0.4 0.8 -1.7 2.8 -1.3 -1.4
有効求人倍率 -4.7 -0.5 -4.3 -6.0 -2.5 1.0 -0.3 0.0 -1.6 -0.2 1.9 1.7
ＣＩの増減 -3.8 -4.8 -24.2 -21.6 -2.3 23.0 4.8 -4.2 -2.6 18.2 3.8 -4.8

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 -3.2 -3.6 4.8 -1.5 -3.6 -5.7 -1.7 3.4 3.5 1.7 4.7 4.5
県内主要ホテル稼働率 -3.0 -3.5 4.8 -0.9 0.1 -4.4 0.5 2.1 -0.1 0.9 4.7 4.4
小売売上 -0.6 0.5 1.8 3.9 -3.6 -6.4 4.1 -0.5 1.7 1.1 -1.0 -0.7
新車販売 1.2 -0.7 0.2 -3.7 0.2 -0.9 1.5 1.2 -2.6 2.8 1.8 -0.2
建築着工床面積（非居住用） -0.3 0.9 4.4 0.4 -1.1 -3.1 -1.1 0.5 -1.7 3.6 0.4 0.8
住宅着工床面積 2.3 -0.5 -1.0 1.4 -0.6 -0.2 0.8 -2.3 1.7 0.8 0.4 0.1
有効求人倍率 -0.1 -2.6 0.6 -0.7 3.0 0.2 -1.0 -1.0 0.4 1.1 1.1 3.7
ＣＩの増減 -3.8 -9.5 15.7 -1.1 -5.6 -20.4 3.1 3.5 2.9 12.0 12.1 12.5

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 -4.9 -4.0 5.1 4.9 3.4 4.3 4.6 3.6 -4.3 5.5 3.2 4.2
県内主要ホテル稼働率 -4.7 -3.8 5.1 3.5 2.9 4.1 4.1 -0.2 -2.6 4.1 3.9 3.9
小売売上 0.1 1.0 0.5 1.1 -1.8 4.4 -1.2 2.4 -4.6 -0.1 0.7 1.9
新車販売 -1.1 -0.9 1.9 1.3 -3.0 7.8 3.6 -1.5 -0.7 1.9 0.3 3.4
建築着工床面積（非居住用） -2.8 -1.4 1.7 -1.2 1.7 -0.4 -1.8 -1.8 -0.7 4.5 3.4 -0.1
住宅着工床面積 -1.4 0.3 1.1 0.6 0.2 -0.1 -0.7 1.2 -0.3 -0.9 2.4 0.2
有効求人倍率 0.6 0.0 0.5 2.8 2.3 5.6 1.1 4.6 1.5 6.4 4.3 -1.2
ＣＩの増減 -14.3 -8.7 15.8 13.0 5.8 25.7 9.6 8.3 -11.7 21.6 18.2 12.3

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 -0.1 2.0 3.1 -1.6 1.3 -0.3 -1.0 -3.5 6.5 -1.0 -4.2 -0.2
県内主要ホテル稼働率 -4.4 3.8 1.3 -5.5 -0.7 0.8 -2.7 -2.8 4.5 -3.3 -5.7 -0.2
小売売上 2.2 -1.7 1.3 -0.1 0.8 -2.5 3.2 0.8 -0.2 -2.1 -1.6 -2.2
新車販売 1.0 2.1 -2.9 2.4 -3.4 2.7 -4.5 -0.9 3.7 0.3 -2.0 -1.4
建築着工床面積（非居住用） -5.0 -5.4 -4.9 3.5 0.0 4.1 -3.0 -3.2 -3.4 4.1 -0.3 0.6
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

図表9　CIの前月比増減と各指標の寄与度　（沖縄県）

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 -4.9 -4.0 5.1 4.9 3.4 4.3 4.6 3.6 -4.3 5.5 3.2 4.2
県内主要ホテル稼働率 -4.7 -3.8 5.1 3.5 2.9 4.1 4.1 -0.2 -2.6 4.1 3.9 3.9
小売売上 0.1 1.0 0.5 1.1 -1.8 4.4 -1.2 2.4 -4.6 -0.1 0.7 1.9
新車販売 -1.1 -0.9 1.9 1.3 -3.0 7.8 3.6 -1.5 -0.7 1.9 0.3 3.4
建築着工床面積（非居住用） -2.8 -1.4 1.7 -1.2 1.7 -0.4 -1.8 -1.8 -0.7 4.5 3.4 -0.1
住宅着工床面積 -1.4 0.3 1.1 0.6 0.2 -0.1 -0.7 1.2 -0.3 -0.9 2.4 0.2
有効求人倍率 0.6 0.0 0.5 2.8 2.3 5.6 1.1 4.6 1.5 6.4 4.3 -1.2
ＣＩの増減 -14.3 -8.7 15.8 13.0 5.8 25.7 9.6 8.3 -11.7 21.6 18.2 12.3

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
入域観光客数 -0.1 2.0 3.1 -1.6 1.3 -0.3 -1.0 -3.5 6.5 -1.0 -4.2 -0.2
県内主要ホテル稼働率 -4.4 3.8 1.3 -5.5 -0.7 0.8 -2.7 -2.8 4.5 -3.3 -5.7 -0.2
小売売上 2.2 -1.7 1.3 -0.1 0.8 -2.5 3.2 0.8 -0.2 -2.1 -1.6 -2.2
新車販売 1.0 2.1 -2.9 2.4 -3.4 2.7 -4.5 -0.9 3.7 0.3 -2.0 -1.4
建築着工床面積（非居住用） -5.0 -5.4 -4.9 3.5 0.0 4.1 -3.0 -3.2 -3.4 4.1 -0.3 0.6
住宅着工床面積 3.4 -4.0 0.3 -0.6 2.0 5.3 -4.6 0.0 0.6 -2.1 -0.1 2.8
有効求人倍率 4.6 -2.8 0.2 5.4 2.1 -0.1 0.2 -2.4 0.2 -3.6 -3.8 0.6
ＣＩの増減 1.6 -6.0 -1.6 3.4 2.1 9.9 -12.5 -11.9 11.8 -7.5 -17.7 0.1

1 2 3 4 5 6 7
入域観光客数 4.1 1.8 0.5 -0.5 -0.2 1.4 2.3
県内主要ホテル稼働率 5.1 -1.8 0.0 3.3 -0.3 0.9 -0.5
小売売上 0.8 4.1 -2.4 -2.5 -0.9 6.1 -4.4
新車販売 -2.5 -1.8 -0.9 1.7 3.5 1.6 -1.6
建築着工床面積（非居住用） -6.4 -1.2 0.0 3.2 5.9 0.5 -1.5
住宅着工床面積 -0.6 -1.0 -1.3 1.0 -0.5 2.4 -0.5
有効求人倍率 -0.6 1.5 0.6 -5.4 -4.6 -2.5 0.6
ＣＩの増減 -0.1 1.5 -3.5 0.8 3.0 10.4 -5.6

(備考）りゅうぎん総合研究所による。
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

図表13　年齢階級別の労働力人口比率（沖縄県）

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。

(期　間）

1～6月 7～12月 1～6月 7～12月

ＣＩの増減 ▲ 33.7 15.2 ▲ 24.7 46.1

入域観光客数 ▲ 9.5 7.2 ▲ 12.8 16.2

県内主要ホテル稼働率 ▲ 9.0 12.2 ▲ 6.9 12.6

小売売上 1.3 ▲ 1.2 ▲ 4.4 4.7

新車販売 0.6 1.6 ▲ 3.8 4.4

建築着工床面積（非居住用） ▲ 1.8 ▲ 5.8 1.3 2.5

住宅着工床面積 1.5 ▲ 0.4 1.5 1.5

有効求人倍率 ▲ 16.9 1.5 0.4 4.2

(期　間）

1～6月 7～12月 1～6月 7～12月

ＣＩの増減 37.4 58.2 9.3 ▲ 37.7

入域観光客数 8.9 16.7 4.3 ▲ 3.4

県内主要ホテル稼働率 7.0 13.2 ▲ 4.8 ▲ 10.1

小売売上 5.1 ▲ 0.9 ▲ 0.1 ▲ 2.0

新車販売 6.0 7.0 1.8 ▲ 4.8

建築着工床面積（非居住用） ▲ 2.3 3.5 ▲ 7.6 ▲ 5.3

住宅着工床面積 0.7 2.0 6.2 ▲ 3.4

有効求人倍率 11.9 16.7 9.4 ▲ 8.8

(期　間） 2024年

1～7月

ＣＩの増減 6.7

入域観光客数 5.3

県内主要ホテル稼働率 1.6

小売売上 0.0

新車販売 2.4

建築着工床面積（非居住用） 7.0

住宅着工床面積 0.1

有効求人倍率 ▲ 9.8

(備考）▲はマイナス。りゅうぎん総合研究所が試算

2020年 2021年

2022年 2023年
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

図表11　ヒストリカルDIによる県内景気の山と谷（景気基準日付）の設定

図表12　沖縄県の累積DIと景気基準日付（景気の山、谷）

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。
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をもとに、コロナ後の県内景気動向および景気
回復のテンポがどの程度であったかを確認し
た。また、DIからヒストリカルDIを作成し、本
県の景気循環の山と谷の時期を設定し、コロナ
後について景気の谷の時期がいつであったか
についても特定してみた。
　なお、当研究所では22年1月に、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による入域観光客数の減
少が20～21年度にかけて県内総生産（県内Ｇ
ＤＰ）や雇用、税収などにどの程度のマイナス
の波及効果があったかを試算した。今回は、コ
ロナ後の入域観光客数や一人当たり観光消費
額が県経済に及ぼした影響を、コロナ前の
2018年度を標準ケースとして19年度から足
元の24年度（見込み）について試算し、コロナ
前の経済水準に戻るまでの過程をみた。試算に
ついては、前回の調査と同様に、りゅうぎん計
量経済モデルを用いた。

2．景気動向指数について

　景気動向指数については、内閣府のホーム
ページに統計の目的や利用の仕方、統計の作成
方法が掲載されているので、以下（2-1．～
2-3．）にその概要を説明する。なお、文中での
経済指標の具体的な採用系列名や採用系列数、
数値等は政府の景気動向指数についてのもの
である（カッコ内の見出しや記述様式などは当
研究所による）。

2-1．DIとCIについて
　景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済
活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標
の動きを統合することによって、景気の現状把
握及び将来予測に資するために作成された指
標である。景気動向指数には、コンポジット・イ
ンデックス（CI）とディフュージョン・インデッ
クス（DI）がある。CIは構成する指標の動きを
合成することで景気変動の大きさやテンポ（量
感）を、DIは構成する指標のうち、改善している
指標の割合を算出することで景気の各経済部
門への波及の度合い（波及度）を測定すること
を主な目的とする。従来、景気動向指数はDIを
中心とした公表形態であったが、景気変動の大
きさや量感を把握することがより重要になっ
てきたことから、2008年4月分以降は、CIを中
心とした公表形態に移行した。しかし、DIも景

気の波及度を把握するための重要な指標であ
ることから、参考指標として引き続き作成・公
表している。 なお、景気の転換点の判定（景気
の山、谷の時期の特定）には、DIからヒストリカ
ルDIを作成することにより決定している。

2-2．先行指数と一致指数、遅行指数について
　CIとDIには、それぞれ景気に対して先行し
て動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、
遅れて動く遅行指数の３つの指数がある。景気
の現状把握に一致指数を利用し、先行指数は、
一般的に一致指数に数か月先行することから、
景気の動きを予測する目的で利用する。遅行指
数は一般的に一致指数に数か月から半年程度
遅行することから、事後的な確認に用いる。CI
とDIは共通の指標を採用しており、採用系列数
は、先行指数11、一致指数10、遅行指数9の30
系列である。採用系列は概ね景気が一循環（谷
→山→谷）するごとに見直しを行っている。

2-3．利用の仕方
（コンポジット・インデックス：CI）
　CIは、主として景気変動の大きさやテンポ
（量感）を測定することを目的としている。一般
的に、CIの一致指数が上昇している時は景気の
拡張局面、低下している時は後退局面であり、
CIの一致指数の動きと景気の転換点は概ね一
致する。CIの一致指数の変化の大きさから、景
気の拡張又は後退のテンポを読み取る。ただ
し、例えば景気の拡張局面においてもCIの一致
指数が単月で低下するなど、不規則な動きも含
まれていることから 移動平均値をとることに
より、ある程度の期間の月々の動きをならして
みることが望ましい。毎月の統計表には、足下
の基調の変化をつかみやすい3か月後方移動
平均と足下の基調の変化が定着しつつあるこ
とを確認する7か月後方移動平均をあわせて
掲載している。景気の基調をみる上では、経済
活動の拡張（又は後退）がある程度の期間、持続
しているか、また、ある程度の大きさで変化し
ているかが重要である。したがって、CIの一致
指数が続けて上昇（又は下降）していても、その
期間が極めて短い場合は拡張（又は後退）と見
なすことは適当でない。また、CIの一致指数が
これまでの基調と逆方向に十分に振れてから、
その基調が変化したと見なすことが望ましい。

1．はじめに

　2019年末に中国で発生した新型コロナウ
イルスの感染が世界中に拡散してから、4年半
余が経過した。政府は、感染拡大から約3年半
が経過した23年5月に、感染の重症度の低下や
国民の多くがウイルスへの免疫を獲得したこ
とから、新型コロナウイルスの感染症法の位置
づけを季節性インフルエンザと同じ5類に移

行させた。感染はその後も流行の波を繰り返し
ており、ウイルス自体が消えたという意味での
「終息」にはまだ至っていないが、社会活動への
影響がほぼ無くなったという意味での「収束」
はしているとみられ、経済活動も活発化してい
る。
　本レポートでは、コロナ後の県内景気の動向
について、「りゅうぎん景気動向指数（DI、CI）」

（ディフィージョン・インデックス：DI）
　DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及
度合いを測定することを主な目的とする。DIは
採用系列のうち改善している指標の割合のこ
とで、景気の各経済部門への波及の度合いを表
す。月々の振れがあるものの、DI一致指数は景
気拡張局面では50%を上回り、後退局面では
下回る傾向がある。DIは、景気の拡張が経済活
動のより多くの分野に浸透していったことを
示す指標であり、景気拡張が加速していること
を示すものではないことに注意が必要である。
　また、毎月公表されるDIは、景気転換点を判
定するヒストリカルDIとは異なる。
（CIとDIの違い）
　DIは、景気の各経済部門への波及の度合いを
表す指標であり、各採用系列が大幅に拡張しよ
うと小幅に拡張しようと、拡張系列数の割合が
同じならば同じDIが計測される。CIは、景気の
強弱を定量的に計測する指標であり、DIが同じ
数値で計測されたとしても、各採用系列が大幅
に拡張していればCIも大幅に上昇し、各採用系
列が小幅に拡張しているならば、CIも小幅に上
昇する。このように、CIはDIでは計測できない
景気の山の高さや谷の深さ、拡張や後退の勢い
といった景気の「量感」を計測することができ
る。一方、DIが異なる数値で計測されたとして
も、多くの系列で小幅に拡張した時と一部の系
列が大幅に上昇した時とで、同じCIの上昇幅が
得られる場合がある。このように、CIの変化幅
そのものからは各経済部門への波及度合いの
相違を把握することが難しいため、CIの変化幅
に対する各採用系列の寄与度やDIをあわせて
利用するのが望ましい。
（景気基準日付とヒストリカルDI）
　内閣府経済社会総合研究所では，景気循環の
局面判断や各循環における経済活動の比較な
どのため、主要経済指標の中心的な転換点であ
る景気基準日付（山・谷）を設定している。景気
基準日付は、DIの一致指数の各採用系列から作
られるヒストリカルDIに基づき、景気動向指数
研究会での議論を踏まえて、経済社会総合研究
所長が設定する。このヒストリカルDIは、個々
のDI採用系列ごとに山と谷を設定し、谷から山
にいたる期間はすべて上昇（プラス）、山から谷
にいたる期間はすべて下降（マイナス）として
DI(プラスとなる系列数の比率)を算出したも

のである。個々の系列の月々の不規則な動きを
ならして変化方向を決めているため、それから
計算されるヒストリカルDIは比較的滑らかで、
景気の基調的な動きを反映したものとなる。一
致指数の採用系列から作成したヒストリカル
DIが50%を上回る直前の月が景気の谷、50％
を下回る直前の月が景気の山に対応する。な
お、個々の系列の山谷の日付の設定は、米国の
NBER(National Bureau of Economic 
Research)で開発されたBry-Boschan法（ブ
ライボッシャン法）によって行っている。この
手法は、簡単に言えば山と谷との間隔が5か月
以上必要であるとか、一循環の長さは15か月
以上必要であるといったルールを条件として
与え、12か月移動平均等をかけるなどして山、
谷を確定していく手法である。

2-4．景気動向指数の留意点について
　なお、景気動向指数は、各経済部門から選ば
れた指標の動きを統合して、単一の指標によっ
て景気を把握しようとするものであり、すべて
の経済指標を総合的に勘案して景気を捉えよ
うとするものではないことに留意する必要が
ある。

3．りゅうぎん景気動向指数

　景気動向指数は、一般的にはCI、DIともに、
景気に対して先行して動く先行指数、ほぼ一致
して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3つ
の指数がある。しかし、全国レベルではなく県
レベルを対象にした場合、採用できる経済指標
の数が限られること、また他県の事例をみても
一致指数の動きに対する先行指数のタイム
リードや遅行指数のタイムラグの関係が安定
しておらず、時期によっては逆の関係もみられ
るなど、その運用において課題が多い。このよ
うな事由から、りゅうぎん景気動向指数の作成
においては、先行、一致、遅行指数の3つの指数
ではなく、いわゆる総合的な指数としてCI、DI
とも１つの指数を作成し、県内景気の現状を判
断する指標とした。以下にりゅうぎん景気動向
指数（CI、DI）についてその概要を述べる。

3-1．りゅうぎん景気動向指数の概要
　CI、DIの作成では、まず県内の各経済部門を
代表する指標を探す必要があり、また採用する

付注　りゅうぎん計量経済モデルの概要

中に感染が拡大し、国内外の経済活動は大きな
打撃を被った。輸出産業がほとんどなく観光関
連産業が基幹産業である県経済は、人の移動制
限や外出自粛により、全国を上回る落ち込みと

なった。県内景気は大きな落ち込みの後、20年
7月以降、累積DIは概ね横ばいで推移し、22年
4月頃から基調として上向いている。

指標の数についても検討しなければならない。
県内の各調査機関が景況調査で取り上げてい
る経済指標を中心に、個別指標の過去の動きと
景気との連動性などを分析し、CI、DIで用いる
指標を採用した。また、採用する経済指標の数
であるが、DIが50％丁度となって局面判断し
にくくなる状況を避けるためには、偶数よりも
奇数の方が望ましいということから、りゅうぎ
ん景気動向指数では奇数の経済指標を採用す
ることにした。りゅうぎん景気動向指数の作成
については、内閣府の景気動向指数の作成方法
と同じ手法を用いて作成した。作成過程におい
ては、多くの経済指標の中から幾通りもの指標

の組み合わせによりDIやCIを試作し、これら
を県内の各調査機関が公表している景況判断
のDIなどと対比することにより、景気の山と谷
の時期やその水準の高低などが県内景気の過
去の変動の推移を最も良好に示しているとみ
られるものを、りゅうぎん景気動向指数の指標
として採用した。

3-2．採用した経済指標
　前述の各指標の幾通りもの組み合わせの中
から、りゅうぎん景気動向指数として最終的に
採用した指標は以下の７つの指標となった（図
表1、図表2）。

図表13　入域観光客数の増減による標準ケース（2018年度）との比較

4-2.CIと累積DIの推移
　前述したように、DIは景気の各経済部門への
波及の度合いを表す指標であり、各採用指標が
大幅に拡張しようと小幅に拡張しようと、拡張
指標数の割合が同じならば同じDIが計測され
る。一方、CIは景気の強弱を定量的に計測する
指標であり、DIが同じ数値で計測されたとして
も各採用指標が大幅に拡張していればCIも大
幅に上昇し、各採用指標が小幅に拡張している
ならばCIも小幅に上昇する。このように、CIは
DIでは計測できない景気の山の高さや谷の深
さ、拡張や後退の勢いといった景気の「量感」を
計測することができる。
　このCIの推移をみると、本県のCIは東日本大
震災が発生した2011年3月の直後の5月を底
に持ち直して回復に転じ、その後、長期に及ぶ

景気拡大が続いたが、17年7月の161.8をピー
クに低下に転じており、県内景気が減速し始め
たことが確認できる。（図表6）。20年1月以降
は新型コロナウイルスの感染拡大により、CIは
急速に低下した。CIの推移をみると、20年5月
の66.7を底に下げ止まり、その後、持ち直しに
転じている。そして、CIは22年11月には171.4
となり、コロナ前の景気拡大期のピークとなっ
た17年7月（同161.8）を上回っている。この
間、累積DIも概ね同じような動きを示してい
る。23年の後半にはCIが低下し、累積DIも低下
したが、12月頃からCI、累積DIとも再び持ち直
しており、先行きの動向を注視する必要がある
が、この期間は22年頃まで急速に回復した後
の景気の踊り場であったものとみられる。

3-3．景気動向指数、DIと県内景況判断DI
　まず、りゅうぎん景気動向指数の累積DIを県
内の調査機関が公表している景況判断のDIと
対比してみた。ここでは代表的な景況判断指標
として日本銀行那覇支店の「県内企業短期経済
観測調査（日銀短観、以下「短観」）」の業況判断
DIと比較した（図表3）。短観と当研究所の累積

DIを対比すると、1990年前後のバブル景気と
その後の平成不況や2008年のリーマン
ショック、11年の東日本大震災、その後のイン
バウンドの増加や建設投資の拡大に伴う長期
の景気拡大、そして新型コロナウイルスの感染
拡大による景気の落ち込みなど、概ね同じ動き
を示している。

4．景気動向指数からみた県内景気動向

4-1．DIと累積DIの動向
　前述の7つの経済指標を用いて作成した景
気動向指数DIの推移（図表4、図表5）をみると、
原則として3か月以上DIが50を上回っている
か否かで景気の基調判断を行うことになって
いるが、単月のDIは振れが大きく基調判断は難
しい。そこで、この月次のDIを累積した累積DI
で県内景気の動向をみると、県内景気は東日本

大震災（2011年3月）が発生した後11年6月を
底に持ち直し、回復に転じていることがわか
る。その後、県内景気はインバウンドの増加や
振興予算の増額、ホテルや大型商業施設の建設
などにより長期の景気拡大が続いた。この累積
DIをみると、長期に及んだ景気拡大も19年9月
にピークとなり、その後は低下している。こう
した中、19年12月末には中国で新型コロナウ
イルスの感染が確認され、20年に入ると世界

4-3．県内景気の山、谷の時期の設定
　次に、DIを用いてブライ・ボッシャン法によ
り本県のヒストリカルDIを作成し、これにより
県内景気の山と谷の時期（景気基準日付）を設
定してみた。この結果によると、本県では
1977年以降、6回の景気循環があったものと
みられる（図表11）。また、コロナ後の直近の景
気の谷は、20年12月であったと推察される。
累積DIをこのヒストリカルDIによる景気の拡

張期と後退期と重ねると、累積DIの山と谷が概
ね符合している（図表12）。なお、図表11をみ
ると、今回の県内景気の山、谷の設定時期以外
にもヒストリカルDIが景気の山、谷の基準とな
る50％ラインを下回ったり、上回ったりした
時期がいくつかある。しかし、これらについて
は、期間が短いことや山の高さ、谷の低さが小
さいことなどから、景気循環における踊り場と
みなして、景気の山、谷とはしなかった。

5．コロナ禍での入域観光客数と一人当たり観

光消費額が県経済に及ぼした影響（試算）

　当研究所では、2022年1月に、新型コロナウ
イルスの感染拡大による入域観光客数の減少
が、20～21年度にかけて県内総生産（県GDP）
や雇用、税収などにどの程度のマイナスの波及
効果があったかを試算した。今回は、新型コロ
ナウイルスの影響がなかった18年度の経済水
準を標準ケースとして、19～24年度（24年度
は見込み）までの入域観光客数と一人当たり観
光消費額の増減が県経済に及ぼした影響を試
算した。試算の方法については、以下のとおり
である。

5-1．試算の方法
　今回の試算についても、当研究所が開発した
計量経済モデル「りゅうぎん計量経済モデル」
を用いた（計量経済モデルの概要については後
述の付注を参照されたい）。試算の対象期間は、
入域観光客数が新型コロナウイルスの影響を

受けたのが2020年1月以降であるため、20年
1～3月が含まれる19年度から足元の24年度
（見込み）までとした。試算の方法としては、ま
ず、新型コロナウイルスの影響を受けていない
2018年度の県経済の水準（県GDPなど）を標
準ケースとした。次に計量経済モデルを用い
て、標準ケース（18年度の県経済）のうち、入域
観光客数と一人当たり観光消費額を19年度か
ら24年度までの実績値に変更した場合の県経
済の各分野への波及効果も含めた経済水準の
変化をみた。これを比較ケースとして標準ケー
スとの数値の差が、新型コロナウイルスによる
入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減
が県経済に及ぼした影響とみることができる。
なお、一人当たり観光消費額については、コロ
ナ禍で政府が全国旅行支援の施策を実施した
ことから比較的単価の高い宿泊施設の利用な
どにより、むしろコロナ前より支出額が多く
なっている。

　また、沖縄県と全国のCIの推移をみると、景
気循環は概ね一致している（図7）。なお、リー
マン・ショックがあった08年は全国のCIの落
ち込みが沖縄県より大きく、製造業のウエート
が小さい沖縄県では影響が小さかったことが

窺われる。また、直近のCIの値をみると、沖縄県
の景気拡大のテンポは、21年後半から23年前
半にかけて急速に速まっており、過去の景気拡
大期の中で最も大きかったことが分かる。

　19年以降のCIの月次の増減（図表8、図表9）
をみると、新型コロナウイルスの流行が拡大し
た20年3～4月にかけて大幅に減少したが、そ
の後は増減を繰り返しながらも基調としては
増加傾向にある。CIの増減に対する個別指標の

寄与度をみると、21年後半以降は入域観光客
数の持ち直しなどから入域観光客数やホテル
稼働率で概ねプラスの寄与度が大きいことが
窺われる。

　また、20年以降のコロナ禍での県内景気の
動向について、半期毎（24年は1～7月）にりゅ
うぎん景気動向指数CIの増減の累計とCIに対
する個別指標の寄与度をみた。最初に感染が拡
大した20年前半（1～6月）は、CIの毎月の増減
率の半期累計はマイナス（▲、以下同じ）33.7
ポイント減少している。個別指標の寄与度をみ
ると、有効求人倍率の寄与度が▲16.9ポイン
トとマイナスの寄与度が最も大きく、休業など
で求人が大きく落ち込んだことが影響してい
ることが分かる。次いで入域観光客数が▲9.5
ポイント、県内主要ホテル稼働率が▲9.0ポイ
ントなどとなっており、観光関連の影響が大き
かったことが窺われる。20年後半には、CIが
15.2ポイント増加し、前半の減少から一旦持
ち直したものの、翌21年の前半には再び▲
24.7ポイントと低下し、入域観光客数や県内

主要ホテルのマイナス寄与度が大きく影響し
ている。21年後半以降はCIが23年前半まで増
加傾向を続け、特に有効求人倍率のプラスの寄
与度が大きい。コロナ禍での経済活動の回復に
伴い、求人が増加したものとみられる。CIは23
年後半に減少に転じているが、県内主要ホテル
稼働率のマイナス寄与度が大きく、全国旅行支
援の終了や割引率の縮小などにより、ホテルの
宿泊単価が上昇したことなどが影響している
ものとみられる。24年に入るとCIの増減率の
累計は6.7ポイント増加し、有効求人倍率を除
き、プラスの寄与度となっている。有効求人倍
率のマイナスの寄与についてであるが、労働市
場は基調として人手不足感が強いものの、これ
までの求人により雇用がある程度充足された
ことや賃金の上昇により求人数が鈍化したこ
となどが影響したものと推察される。

5-2．計量経済モデルによる試算の結果
　試算結果によると、新型コロナウイルスの感
染が発生した2019年度（19年末に中国での感
染が確認）は、実質県内総生産が標準ケース
（18年度）比で年率▲1.7ポイント（▲はマイナ
ス、以下同様）と減少した（図表13）。マイナス
効果が小さいのは、19年度の大半（19年4～

12月）が感染前であることによる。感染の影響
が最も大きかった20年度から21年度にかけ
ては両年度とも▲7.9ポイントと大幅に減少
している。その後は、マイナス幅が徐々に縮小
し、23年度には、▲0.2ポイントと、ほぼコロナ
前の水準に戻っている。

　他の主要項目である名目県内総生産や就業
者数、完全失業率、消費者物価指数（那覇市）、税
収（国税と地方税の合計）などについても、20
年度から21年度が標準ケースとの乖離幅が大
きく、その後は改善傾向がみられる。22年度
は、感染対策の効果なども浸透し、各種規制も
徐々に緩やかになったことから、経済活動も回
復の動きがみられたことが窺われる。そして、
23年度には主要指標がほぼコロナ前の水準に

戻っている。
　なお、今回の試算において一人当たり観光消
費額は、政府の全国旅行支援などの施策もあ
り、比較的高額な宿泊施設の利用などから、む
しろコロナ前より増加している。この一人当た
り観光消費額の増加は、入域観光客数の減少の
マイナス効果をある程度相殺する政策効果が
あったといえる。

年度 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

入域観光客数 万人 1000 947 258 327 677 853 1009

（2018年度比） （％） － （▲ 5.3) （▲ 74.2) （▲ 67.3) （▲ 32.3) （▲ 14.7) (0.9)

１人当たり観光消費額 万円 7.3 7.4 10.0 9.2 10.4 10.0 10.0

（2018年度比） （％） － (1.4) (36.2) (24.8) (41.3) (36.8) (36.8)

観光収入 億円 7,340 7,047 2,582 2,998 7,026 8,563 10,131

（2018年度比） （％） － （▲ 4.0) （▲ 64.8) （▲ 59.2) （▲ 4.3) (16.7) (38.0)

(備考）2024年度は見込値である。▲はマイナス。

年度 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

名目県内総生産 ％ポイント － ▲ 1.9 ▲ 8.5 ▲ 8.6 ▲ 2.7 0.4 3.9

実質県内総生産 ％ポイント － ▲ 1.7 ▲ 7.9 ▲ 7.9 ▲ 2.6 ▲ 0.2 2.2

就業者数 千人 － ▲ 7.9 ▲ 40.2 ▲ 39.5 ▲ 12.0 0.1 11.5

完全失業率 ％ポイント － 0.4 2.3 2.2 0.6 ▲ 0.1 ▲ 0.6

消費者物価 ％ポイント － ▲ 0.3 ▲ 0.6 ▲ 0.7 0.1 0.8 1.6

税収 億円 － ▲ 233 ▲ 711 ▲ 701 ▲ 230 ▲ 7 258

（備考）試算は、入域観光客数と一人当たり観光消費額の増減が県経済（標準ケース）に及ぼした影響である。増減の数値は、2018年度比

　　　　である。▲はマイナス。りゅうぎん計量経済モデルにより試算。

（りゅうぎん計量経済モデル）
　計量経済モデルは、GDPや民間消費、設備投資、就業者数などの経済変数の長期の時系列デー
タを用いて、変数間の因果関係を表した連立方程式から成る経済モデルである。当研究所の計量
経済モデルは、沖縄経済の動きを反映させた構造方程式36本、定義式81本の計117本の連立方
程式で構成されている。構造方程式で解かれる変数は実質民間消費支出や実質設備投資、消費者
物価、就業者数などであり、定義式で解かれる変数は名目民間消費支出、名目設備投資、失業率な
どである。また、モデルの外から外生的に与える外生変数は46変数（人口や入域観光客数、為替
相場、公共投資など）である。同モデルに政府消費支出や公共投資などの政策変数や原油価格、為
替レート、入域観光客数などの与件変数の値を入力することにより、経済予測や各種のシミュ
レーションを行うことができる。
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はじめに 

　皆様、こんにちは。琉球銀行法人事業部より

台湾の則和企業管理顧問有限公司へ赴任してお

ります金城俊です。台湾では毎年 10 月から開

催される週年慶イベントが始まっています。週

年慶とは百貨店を中心に開催される年に 1 度

の大感謝祭セールのことで、街中には週年慶の

ポスターがよく見受けられます。

　百貨店では日本商品展も開催中です。今年の

テーマは九州・沖縄で、福岡・熊本の特産品の

ほか、沖縄ブースでは泡盛や黒糖、モズクな

ど定番商品がメインに販売されています。今

回は新たにポークたまごおにぎりや、バタフ

ライピーを使った商品なども出展しています。

新光三越百貨店では 10 月から 12 月にかけて

台北から高雄まで期間を分けて開催されます。

SOGO 百貨店でも同様の日本商品展が開催さ

れており、連日多くの来場者で賑わいを見せて

います。

　また、台湾の建国記念日（国慶節）のイベン

トで今年の台湾のテーマが発表されましたの

で、頼総統の産業政策と合わせてご紹介いたし

ます。

レポーター
金城　俊

（琉球銀行法人事業部）

則和企業管理顧問有限公司
( ※弊行業務提携先 / 台湾現地コンサ
ルタント会社 ) へ出向中

vol.156

国慶節イベントおよび
産業政策について

日本商品展の様子

日本商品展　沖縄ブース
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　10 月 10 日は台湾（中華民国）の建国記念日、

国慶節です。台湾では 10 が重なる日であるこ

とから双十国慶節（シュワンシ グオチンジエ）

と呼ばれ、今回で 113 年目を迎えます。総統

府ではプロジェクションマッピングショーが開

催され、台湾各地で国旗を掲げて国慶節を祝っ

ていました。

　台湾外交部（日本でいう外務省）はこの日の

ためにプロモーションビデオを作成して公開し

ます。今年は民主主義、平和、繁栄、台湾の新

世界という 4 つのテーマから「民主的で平和

かつ繁栄する新台湾を築く」がメインテーマと

なりました。

　1 つ目の「民主主義」は、総統選挙を円滑に

終えたこと、自由度や民主主義指数で世界的に

も高い評価を受けていることなど、台湾社会の

民主主義、自由、多元的な価値をアピールして

います。

　2 つ目の「平和」では、台湾の第一列島線に

おける戦略的な地位および地域の平和における

かじ取りの役割を説明しています。また、友好

国との関係進化、全世界の民主主義国家との平

和共同体の形成、国防を強化する政府の決意、

国家の主権および台湾海峡の平和と安定を守る

国軍の揺るがない意思を示しています。さらに

世界各地の自然災害等の被災者を救済するため

の国際的な取り組みに参加し、世界各国の開発

のための国際的な協力プロジェクトにも積極的

に推進することを伝えています。

　3 つ目の「繁栄」とは、台湾の半導体産業、

AI（人工知能）技術、無人機、宇宙関係の科

学技術などのハイテク産業等、充実したイノ

ベーション力をアピールし、全世界の民主的な

サプライチェーンで重要な地位を占め、世界の

繁栄を後押しする立場にあることを強調してい

ます。

　4 つ目の「台湾の新世界」は、台湾の多元的

な種族の融合、宗教と信仰の自由、伝統と現在

を兼ね備える台湾を表現しています。

　今年 5 月に就任した頼総統が新たな産業政

策として、5 大信頼産業推進政策を発表しまし

た。対象とするのは半導体、人工知能（AI）、

軍事産業、セキュリティー産業、次世代通信の

5 つです。蔡前総統の産業政策である 6 大核心

戦略産業を引き継ぎつつ、半導体と AI を一層

強化する内容となっています。

　半導体については、ファウンドリー（製造工

場および受託製造に特化した専門企業）とパッ

ケージ産業において世界をリードする地位を維

持し、半導体産業全体の新規生産額を 11 兆円

超にし、給与水準の高い就業機会を 25 万人増

やすとしました。政策として先端 IC 設計の人

材育成を推進し、研究開発の補助も行うようで

す。

　AI についてはデジタル産業の生産額目標を

4 兆円超とするほか、デジタル人材の育成を強

化します。そのために政府傘下のファンドであ

る国家発展基金による関連産業への投資や、デ

ジタル発展部による投資プロジェクトが企画さ

れています。

　また軍事産業ではドローン産業を重点とし、

中部の嘉義市にドローンのスタートアップハブ

国慶節、国旗が掲げられている様子

２．頼清徳総統の産業政策

１．国慶節イベント
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を設立して、生産クラスターを集積させる予定

です。

　その他セキュリティー産業では国内生産額を

引き上げるとともに、量子暗号技術などの先端

技術の開発を強化します。また、次世代通信で

は６G 基地局のソフトウェア、ハードウェアの

自主生産率を 80％以上目指すとしています。

　台湾は半導体や AI にさらに力を入れること

でサプライチェーンの重要な地位を強化するこ

とに加え、民主主義各国との連携強化を目指し

ています。今後も官民が上手く連携し、台湾の

様々な技術が発展していくことが期待されま

す。先日は台湾の先進技術が沖縄で体験できる

イベントが開催されるなど、台湾企業の沖縄進

出や沖縄企業との連携を目指している台湾企業

も増えることが予想されます。ぜひこの機会に

台湾企業との協業を含めた台湾展開を検討され

てみてはいかがでしょうか。

当行では台湾展開に関するお客様のサポートを

行っておりますので、ぜひお気軽に、お取引店

舗、もしくは私、金城宛にご連絡ください。

則和企業管理顧問有限公司

( ※琉球銀行 業務提携先 / 金城赴任先 )

Tel : 0988-958-295( ※金城 / 台湾携帯 )

　　  080-9853-0629( ※金城 / 日本携帯 )

E-Mail : shun_kinjou@pr.ryugin.co.jp

出所：公益財団法人日本台湾交流協会

３．最後に
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

　OISTの研究グループが持つ専門知識と技
術を活かし、Partisia社は、MPC研究におけ
る豊富なノウハウと長年の経験を活用して、
この協力関係を推進していきます。次の項目
において、両者は緊密に連携して取り組んで
まいります。
・暗号技術、秘密計算、サイバーセキュリティ
分野における共同研究プロジェクトの実施
・OISTとPartisia社間での研究者交流訪問や
インターンシップの促進
・共通の関心分野に関する研究教材の共同開
発と知識の普及
・日本、EU、その他の地域での研究助成金申

請における協力
・国内でのイノベーションの機会を見出すた
めの協力
　Partisia社のチーフ暗号プロトコル設計責
任であるClaudio Orlandi教授は次のように
述べています。「暗号技術、量子技術、サイ
バーセキュリティなどの分野において学際
的な研究を展開するOISTとのコラボレー
ションを楽しみにしています。OISTのカル
ロス・シッド教授が率いる応用暗号ユニット
は、量子耐性暗号の分野において重要な成果
を上げており、これは我々が取り組んでいる
秘匿マルチパーティ計算やその他のプライ

た革新的な解決策に取り組むいくつかの研
究プロジェクトを共に進められることを期
待しています。この連携による研究者交流
の枠組みの中で、沖縄にPartisia社の暗号学
者をお迎えできることを楽しみにしていま
す。OISTにおける暗号研究の活動をさらに
発展させ、Partisia社が日本での存在感を強
化する中で、共に協力して取り組む素晴ら
しい機会になるでしょう」

Partisia社について
　Partisiaは、暗号化されたデータを安全に
操作・計算できるよう支援する革新的なソ
フトウェア企業です。 秘匿マルチパーティ
計算および高度な暗号技術の分野で世界を
リードするパイオニアたちによって設立さ
れ、個人、政府、民間企業のデータを暗号化
し保護されたままデータ分析を可能にする
プラットフォームを提供しています。

バシー強化技術の研究、開発、商業化におけ
る先駆的なアプローチと非常に合致してい
ます。この協力関係を通じて、デンマーク、日
本、そして世界中で、高度なプライバシーお
よびサイバーセキュリティ技術の研究・開
発・導入を加速し、より安全なデジタル社会
の実現に貢献できると確信しています」
　OISTの応用暗号ユニットを率いるカルロ
ス・シッド教授は次のように述べています。
「Partisia社との連携を大変嬉しく思います。
MPCの理論的基盤の多くを確立し、さまざ
まな応用を提案し、効率性の向上に地道に取
り組み、MPCシステムの社会実装を実現す
るなど、Partisia社の貢献は計り知れません。
プライバシー強化技術、MPC、量子暗号は、
暗号研究及び実装において非常に活発で重
要な分野であり、私たちの共通の関心事で
す。私たちは、古典的な方法と量子技術の両
方において、安全なデータ共有と計算に向け

※沖縄科学技術大学院大学のHPから
許可を得て転載した記事です。

この度、沖縄科学技術大学院大学（OIST）とフランス国立科学研究センター（CNRS）は、国際研究
ラボ「Eco-Evo-Devo of Coral Reef Fish Life Cycle (日本語仮訳：サンゴ礁魚類生活環におけ
る生態進化発生生物学国際研究ラボ、略称：IRL EARLY)」の設立について合意書を取り交わしま
した。署名は10月7日、京都市で開催されたSTSフォーラムの会場で行われました。

OISTとフランス国立科学研究センター（CNRS）は、国際研究ラボ「IRL EARLY」を
設立することで合意しました。

2. 海洋生物の生物学的メカニズムとその多様性を国際連携で追求

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

OISTとPartisia社、秘匿マルチパーティ計算技術とプライバシー強化技術の
研究開発を推進するために覚書を締結

1. 秘密計算技術がつなぐ、暗号技術研究とプライバシー保護の
    新たな架け橋

沖縄科学技術大学院大学（OIST）とデンマークのソフトウェア企業Partisia社は、秘匿マルチ
パーティ計算技術（MPC）の研究を推進し、革新的なプライバシー強化技術のソリューション開
発を強化するための覚書に署名しました。この連携により、双方の専門知識を結集し、秘密計算、
量子耐性暗号技術、サイバーセキュリティに関するグローバルな知見の提供を目指します。

新時代の教育研究を切り拓く
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

　OISTの研究グループが持つ専門知識と技
術を活かし、Partisia社は、MPC研究におけ
る豊富なノウハウと長年の経験を活用して、
この協力関係を推進していきます。次の項目
において、両者は緊密に連携して取り組んで
まいります。
・暗号技術、秘密計算、サイバーセキュリティ
分野における共同研究プロジェクトの実施
・OISTとPartisia社間での研究者交流訪問や
インターンシップの促進
・共通の関心分野に関する研究教材の共同開
発と知識の普及
・日本、EU、その他の地域での研究助成金申

請における協力
・国内でのイノベーションの機会を見出すた
めの協力
　Partisia社のチーフ暗号プロトコル設計責
任であるClaudio Orlandi教授は次のように
述べています。「暗号技術、量子技術、サイ
バーセキュリティなどの分野において学際
的な研究を展開するOISTとのコラボレー
ションを楽しみにしています。OISTのカル
ロス・シッド教授が率いる応用暗号ユニット
は、量子耐性暗号の分野において重要な成果
を上げており、これは我々が取り組んでいる
秘匿マルチパーティ計算やその他のプライ

た革新的な解決策に取り組むいくつかの研
究プロジェクトを共に進められることを期
待しています。この連携による研究者交流
の枠組みの中で、沖縄にPartisia社の暗号学
者をお迎えできることを楽しみにしていま
す。OISTにおける暗号研究の活動をさらに
発展させ、Partisia社が日本での存在感を強
化する中で、共に協力して取り組む素晴ら
しい機会になるでしょう」

Partisia社について
　Partisiaは、暗号化されたデータを安全に
操作・計算できるよう支援する革新的なソ
フトウェア企業です。 秘匿マルチパーティ
計算および高度な暗号技術の分野で世界を
リードするパイオニアたちによって設立さ
れ、個人、政府、民間企業のデータを暗号化
し保護されたままデータ分析を可能にする
プラットフォームを提供しています。

バシー強化技術の研究、開発、商業化におけ
る先駆的なアプローチと非常に合致してい
ます。この協力関係を通じて、デンマーク、日
本、そして世界中で、高度なプライバシーお
よびサイバーセキュリティ技術の研究・開
発・導入を加速し、より安全なデジタル社会
の実現に貢献できると確信しています」
　OISTの応用暗号ユニットを率いるカルロ
ス・シッド教授は次のように述べています。
「Partisia社との連携を大変嬉しく思います。
MPCの理論的基盤の多くを確立し、さまざ
まな応用を提案し、効率性の向上に地道に取
り組み、MPCシステムの社会実装を実現す
るなど、Partisia社の貢献は計り知れません。
プライバシー強化技術、MPC、量子暗号は、
暗号研究及び実装において非常に活発で重
要な分野であり、私たちの共通の関心事で
す。私たちは、古典的な方法と量子技術の両
方において、安全なデータ共有と計算に向け

※沖縄科学技術大学院大学のHPから
許可を得て転載した記事です。

この度、沖縄科学技術大学院大学（OIST）とフランス国立科学研究センター（CNRS）は、国際研究
ラボ「Eco-Evo-Devo of Coral Reef Fish Life Cycle (日本語仮訳：サンゴ礁魚類生活環におけ
る生態進化発生生物学国際研究ラボ、略称：IRL EARLY)」の設立について合意書を取り交わしま
した。署名は10月7日、京都市で開催されたSTSフォーラムの会場で行われました。

OISTとフランス国立科学研究センター（CNRS）は、国際研究ラボ「IRL EARLY」を
設立することで合意しました。

2. 海洋生物の生物学的メカニズムとその多様性を国際連携で追求

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

OISTとPartisia社、秘匿マルチパーティ計算技術とプライバシー強化技術の
研究開発を推進するために覚書を締結

1. 秘密計算技術がつなぐ、暗号技術研究とプライバシー保護の
    新たな架け橋

沖縄科学技術大学院大学（OIST）とデンマークのソフトウェア企業Partisia社は、秘匿マルチ
パーティ計算技術（MPC）の研究を推進し、革新的なプライバシー強化技術のソリューション開
発を強化するための覚書に署名しました。この連携により、双方の専門知識を結集し、秘密計算、
量子耐性暗号技術、サイバーセキュリティに関するグローバルな知見の提供を目指します。

新時代の教育研究を切り拓く
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

進していくことを楽しみにしています」と
述べました。
　CNRSのアントワーヌ・プティ理事長
は、「この協定を締結できることを大変嬉
しく思います。気候変動や生物多様性の喪
失など、国際的なレベルで取り組むべきあ
らゆる問題に対処するには、国際的な協力
が不可欠だからです。OISTとCNRSの活動
は明らかに補完的な関係にあります。この
ため、IRL EARLYは、お互いの交流や共同
研究プロジェクトをさらに活性化させるで
しょう。そして、これは両機関の歴史にお
いて非常に意義深い出来事の始まりである
と確信しています」と述べています。

　本プログラムの一部は文部科学省「地域
中核・特色ある研究大学強化促進事業
（J-PEAKS）」の支援を受けて実施してい
ます。

フランス国立科学研究センター (CNRS)に
ついて
　CNRSは職員数33,000人以上、10の研
究所と、フランス国内外に1,100の研究ラ
ボを持つ、フランス最大の国立の基礎研究
機関であり、国際的にも最大規模の公的研
究機関。学際的なアプローチをとり、数
学、物理、化学、生物学、情報科学などか
ら、人文社会科学まで、あらゆる分野の基
礎研究が行われている。

国際研究ラボ（IRL）について
　CNRSが国外のパートナー機関において
設置している研究ラボで、世界中に80に上
るIRLがある。OISTにおけるIRL EARLY
は、日本国内で12番目のIRLとなる。

　生命は海で誕生し、その後様々な生物に
多様化しました。しかし、海洋生物の多様
性の大部分は、未だに多くの種とその生態
が不明のままです。海洋生物の生物学的メ
カニズムを調査することは、生物の一生や
進化を理解するだけでなく、生物多様性の
保全にとっても不可欠です。海洋生物の生
物学的メカニズムの多様性を研究すること
は、医学に役立つ可能性のある新しい分子
経路や酵素、生成物を特定することにつな
がったり、気候変動に直面する生物の回復
力を高めることにも役立つでしょう。しか
し、これらの複雑なメカニズムを解明しよ
うとする研究者たちが直面する課題は非常
に大きく、異なる科学分野間の協力や研究
所間の共同作業が必要とされています。
　このような理由から、OISTとCNRSは、
地球上で最も広大で複雑な海洋領域である
西太平洋地域で活動する研究所間の交流と
連携を共同で推進します。サンゴ礁に生息
する魚類の生態、進化、発生の分野におい
て行っている現状の研究協力および、西太
平洋地域における海洋生物学の発展を望む
両者の共通の希望を踏まえ、OISTとCNRS
は、国際研究ラボを設立することで、関係
を構築・強化していくことで合意しまし
た。同ラボは、OISTキャンパスに設置さ
れ、ディレクターにはOISTのヴィンセン
ト・ラウデット教授が就任します。
　合意書の署名に当たってカリン・マルキ
デスOIST学長兼理事長は、「海洋生物学と
いう重要な分野における国際的な魅力を高
める礎となるものと信じています。OIST
は、サンゴ礁の海洋生態系を研究する上で
他に類を見ない自然環境に恵まれた、若く
機動力のある研究機関です。OISTに設置さ
れる IRL EARLY は、日本の海洋生物学の
一大拠点となるでしょう。さらに、CNRS
との連携により、OISTはヨーロッパや新興
国との研究機会を拡大し、OISTの強みのあ
る分野に即した形で、国際的な研究ネット
ワークを構築できるものと期待していま
す。この国際的なネットワークを通じて、
持続可能な社会の実現に貢献する研究を推
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沖縄総合事務局経済産業部からのお知らせ

県内の作り手と売り手が
出会える展示商談会

来 場 者（バイヤー）募 集 に つ い て

開催の趣旨
　令和 7 年 1 月 21 日（火）にグランドメルキ
ュール沖縄残波岬リゾートにて、展示商談会「果
報庭」を開催します。
　「果報庭」は、県内のホテル・卸業者などの
観光関連事業者（バイヤー）と、県内の作り手（サ
プライヤー）との出会いを通し、
① 中小企業等の稼ぐ力の向上
② 観光地としての魅力向上・持続可能な観光

地の形成（観光拠点における県内商品の取
扱いの増加、県内商品の消費促進）

③ 域内の経済循環を高め、県民所得の向上
を実現することを目標に開催し、今年度で５回
目になります。

果報庭でできること
　果報庭では、ホテルアメニティ、客室備品、
アクティビティなど非食品部門の沖縄らしい商
品・サービスを提供する事業者 40 者が展示を
行い、商品を PR します。
　バイヤーの皆様が事前エントリーの際にご回
答いただく自社の関心分野に沿って、自社ニー
ズに合うサプライヤーと事前アポイント制の個
別商談が可能です。

バイヤーの事前エントリー受付中！
　県内ホテル、卸事業者など観光関連事業者（バ
イヤー）の事前エントリーを行っております。
ぜひ多くのバイヤーのお申込みをお待ちしてお
ります。
　詳細は以下、沖縄総合事務局 HP をご確認く
ださい。

※上記 HP より、合同開催する食品部門「食の
いちゃりば展示商談会」についても、出展サプ
ライヤーのご確認や、お申込みができます。

▼サプライヤーリストなど

▼令和６年度「果報庭」サプライヤー例

令和 5 年度果報庭の様子

（有）オキナワロイヤルクラフト

紅型染め作家
崎山ハナエ

ヤラブの木

（株）あざみ屋 （株）OPPL

（株）オフィス
　　 ハート

ORION
COSMETICS

▼申込先

 https://www.ogb.go.jp/keisan

■本記事に関するお問い合わせについて
　内閣府沖縄総合事務局経済産業部中小企業課 

TEL：098-866-1755 担当： 鶴見、上原、運天

内閣府　沖縄総合事務局
経済産業部



消費関連
百貨店売上高は、15カ月連続で前年を上回った。注目度の高い物産催事による集客効果や免税売上の

増加などにより好調に推移した。スーパー売上高は、既存店・全店ベースともに28カ月連続で前年を上
回った。値上げによる単価上昇に加え、来店客数の増加もあり好調に推移した。新車販売台数は、レンタ
カーは増加したものの、自家用車の増加がみられた前年同月の反動減などにより前年を下回った。家電
大型専門店販売額（８月）は、13カ月連続で前年を上回った。
先行きは、引き続き物価の動向に注視する必要があるものの、消費マインドは底堅い推移が見込まれ、

回復の動きが強まるとみられる。

公共工事請負金額は、国、県、市町村、独立行政法人等・その他のすべての発注者で減少したことから、２カ
月連続で前年を下回った。建築着工床面積（８月）は、非居住用は増加したが、居住用は減少したことから２
カ月ぶりに前年を下回った。新設住宅着工戸数（８月）は、持家、貸家、給与、分譲のすべての項目で減少した
ことから２カ月ぶりに前年を下回った。県内主要建設会社の受注額は、公共工事は増加したが、民間工事は
減少したことから２カ月連続で前年を下回った。建設資材関連では、セメント、生コンはともに２カ月ぶり
に前年を下回った。鋼材売上高は２カ月連続で前年を下回り、木材売上高は２カ月ぶりに前年を下回った。
先行きは、民間工事の伸びが鈍化しているものの、手持ち工事額は引き続き高水準で推移が見込まれるこ

となどから回復の動きが強まるとみられる。　

建設関連

入域観光客数は、34カ月連続で前年を上回った。国内客は３カ月連続で増加し、外国客は24カ月連続
で増加した。県内主要ホテルは、稼働率は６カ月連続で前年を上回り、売上高、宿泊収入ともに４カ月連
続で前年を上回った。主要観光施設入場者数は31カ月連続で前年を上回った。ゴルフ場は、入場者数・売
上高ともに２カ月ぶりに前年を下回った。３連休が２週続いたことで、国内の旅行需要の高まりがみら
れたほか、外国客も好調に推移した。
先行きは、外国からの訪日意欲が高く外国客の増加が見込まれること、秋の行楽シーズンもはじまり

国内客の増加も予想されることから、拡大の動きが強まるとみられる。

観光関連

新規求人数は、前年同月比9.7％減と２カ月ぶりに前年を下回った。産業別では、生活関連サービス
業・娯楽業、製造業、卸売業・小売業などで減少した。有効求人倍率（季調値）は1.12倍で、前月と同水準と
なった。完全失業率（季調値）は3.5％と、前月から0.7ポイント上昇した。
消費者物価指数は、前年同月比3.3％の上昇となり、37カ月連続で前年を上回った。生鮮食品を除く総

合は同3.1％の上昇となり、生鮮食品及びエネルギーを除く総合は同2.6％の上昇となった。　
倒産件数は１件で前年同月から５件減少した。負債総額は5,600万円で、前年同月比92.7％減となっ

た。

雇用関連・その他

●りゅうぎん調査●

消費関連は、消費マインドは底堅く推移しており、回復の動きが強まっていること、

建設関連は民間工事の伸びに鈍化はみられるものの、手持ち工事額は高水準で推移し

ており、回復の動きが強まっていること、観光関連は、３連休が２週続いたこともあり

国内外の旅行需要の高まりがみられ、拡大の動きが強まっていること（上方修正）、総じ

て県内景気は緩やかに拡大している。

先行きは、底堅い消費マインドと観光需要にけん引され、拡大の動きが強まるとみら

れる（上方修正の可能性）。

景気は、緩やかに拡大している（13カ月連続）

県 内 の

景気
動向

概況 2024年9月
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消費関連では、百貨店売上高は前年を上回る

観光関連では、入域観光客数は前年を上回る
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2024.7－2024.9

（注）家電大型専門店販売額、広告収入は24年8月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。Pは速報値。

（注）家電大型専門店販売額、広告収入は24年6月～24年8月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は３カ月の累計件数の前年差。Pは速報値。
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　　ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。Pは速報値。

（注）家電大型専門店販売額、広告収入は24年6月～24年8月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は３カ月の累計件数の前年差。Pは速報値。

59

県内の景気動向



消

費

関

連

建

設

関

連

観

光

関

連

そ

の

他

消

費

関

連

建

設

関

連

観

光

関

連

そ

の

他

消費関連

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所
出所：経済産業省商業動態統計調査

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

4 中古自動車販売台数【登録ベース】（前年同月比）

5 家電大型専門店販売額（再掲）

※棒グラフは車種別寄与度

15カ月連続で増加
・百貨店売上高は、前年同月比4.6％増と15
カ月連続で前年を上回った。
・注目度の高い物産催事による集客効果や
免税売上の増加などにより好調に推移し
た。また、県が実施した「わった～バス感
謝祭 乗りほ～DAY」により、バス料金が無
料となる水曜、日曜には来店客数の増加
がみられた。
・品目別にみると、食料品が同3.4％増、身の
回り品が同14.2％増、家庭用品・その他が
同9.8％増、衣料品が同1.1％減となった。

・スーパー売上高は、既存店ベースは前年
同月比5.6％増と28カ月連続で前年を上
回った。
・値上げによる単価上昇に加え、来店客数
の増加もあり好調に推移した。食料品は、
台風発生に伴う買い込み需要や、全国的
な米不足を背景とした米特需がみられた
ことなどにより同6.4％増、衣料品は同
3.5％増、住居関連は同2.0％増となった。
・全店ベースは同6.1％増と28カ月連続で前
年を上回った。

既存店・全店ともに28カ月連続で増加

・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は、１万

7,547台で前年同月比6.5％減と３カ月ぶ

りに前年を下回った。

・内訳では、普通自動車が7,141台（前年同

月比5.6％減）、軽自動車が１万406台（同

7.1％減）となった。

３カ月ぶりに減少

・家電大型専門店販売額（８月）は、前年同

月比4.6％増と13カ月連続で前年を上

回った。

・前年同月は、台風襲来により停電対策関

連商品が増加したほか、家電修理や買い

換え需要の高まった反動がみられ増加

幅は縮小した。

13カ月連続で増加

・新車販売台数は3,968台で前年同月比
2.2％減と２カ月ぶりに前年を下回った。
・観光需要の高まりによりレンタカーは増
加したものの、新車の供給回復に伴い自
家用車の増加がみられた前年同月の反動
減などにより前年を下回った。
・普通自動車（登録車）は1,810台（前年同月
比2.1％増）で、うち普通乗用車は865台
（同2.7％増）、小型乗用車は698台（同1.4％
減）であった。軽自動車（届出車）は2,158台
（同5.6％減）で、うち軽乗用車は1,690台
（同6.0％減）であった。

２カ月ぶりに減少
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出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所
出所：経済産業省商業動態統計調査

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

4 中古自動車販売台数【登録ベース】（前年同月比）

5 家電大型専門店販売額（再掲）

※棒グラフは車種別寄与度

15カ月連続で増加
・百貨店売上高は、前年同月比4.6％増と15
カ月連続で前年を上回った。
・注目度の高い物産催事による集客効果や
免税売上の増加などにより好調に推移し
た。また、県が実施した「わった～バス感
謝祭 乗りほ～DAY」により、バス料金が無
料となる水曜、日曜には来店客数の増加
がみられた。
・品目別にみると、食料品が同3.4％増、身の
回り品が同14.2％増、家庭用品・その他が
同9.8％増、衣料品が同1.1％減となった。

・スーパー売上高は、既存店ベースは前年
同月比5.6％増と28カ月連続で前年を上
回った。
・値上げによる単価上昇に加え、来店客数
の増加もあり好調に推移した。食料品は、
台風発生に伴う買い込み需要や、全国的
な米不足を背景とした米特需がみられた
ことなどにより同6.4％増、衣料品は同
3.5％増、住居関連は同2.0％増となった。
・全店ベースは同6.1％増と28カ月連続で前
年を上回った。

既存店・全店ともに28カ月連続で増加

・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は、１万

7,547台で前年同月比6.5％減と３カ月ぶ

りに前年を下回った。

・内訳では、普通自動車が7,141台（前年同

月比5.6％減）、軽自動車が１万406台（同

7.1％減）となった。

３カ月ぶりに減少

・家電大型専門店販売額（８月）は、前年同

月比4.6％増と13カ月連続で前年を上

回った。

・前年同月は、台風襲来により停電対策関

連商品が増加したほか、家電修理や買い

換え需要の高まった反動がみられ増加

幅は縮小した。

13カ月連続で増加

・新車販売台数は3,968台で前年同月比
2.2％減と２カ月ぶりに前年を下回った。
・観光需要の高まりによりレンタカーは増
加したものの、新車の供給回復に伴い自
家用車の増加がみられた前年同月の反動
減などにより前年を下回った。
・普通自動車（登録車）は1,810台（前年同月
比2.1％増）で、うち普通乗用車は865台
（同2.7％増）、小型乗用車は698台（同1.4％
減）であった。軽自動車（届出車）は2,158台
（同5.6％減）で、うち軽乗用車は1,690台
（同6.0％減）であった。

２カ月ぶりに減少
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出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

出所：国土交通省 ※給与は、社宅や宿舎などのこと。

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

3 新設住宅着工戸数（前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

・公共工事請負金額は、330億１百万円で前

年同月比55.1％減となり、２カ月連続で前

年を下回った。

・発注者別では、国は同78.3％減、県は同

13.6％減、市町村は同5.3％減、独立行政法

人等・その他は同58.9％減となった。

２カ月連続で減少
・建設受注額（調査先建設会社：17社）は前

年同月比40.4％減と２カ月連続で前年

を下回った。

・発注者別では、公共工事は同27.8％増と

２カ月ぶりに増加し、民間工事は同

57.8％減と４カ月連続で減少した。

２カ月連続で減少

・セメント出荷量は５万8,557トンとなり、
前年同月比14.2％減と２カ月ぶりに前
年を下回った。
・生コン出荷量は９万2,455㎥で同17.0％
減と２カ月ぶりに前年を下回った。生コ
ン出荷量を出荷先別にみると、公共工事
では、海事工事向けなどが増加し、公共
施設向け、防衛省向けなどが減少した。
民間工事では、ホテル向けなどが増加し、
マンション向け、医療関連向けなどが減
少した。

・鋼材売上高は、出荷量が減少したことな

どから前年同月比5.9％減と２カ月連続

で前年を下回った。

・木材売上高は、出荷量が減少したことな

どから同10.1％減と２カ月ぶりに前年

を下回った。

セメント、生コンはともに
２カ月ぶりに減少

鋼材は２カ月連続で減少、
木材は２カ月ぶりに減少

・建築着工床面積（８月）は９万6,478㎡で前

年同月比0.3％減と２カ月ぶりに前年を下

回った。居住用は同17.3％減となり、非居

住用は同48.6％増となった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみる

と、居住用では居住専用、居住産業併用と

もに減少した。非居住用では、卸売・小売

業用、その他のサービス業用などが増加

し、教育・学習支援業用などが減少した。

２カ月ぶりに減少

・新設住宅着工戸数（８月）は744戸で前年

同月比12.2％減と２カ月ぶりに前年を下

回った。

・利用関係別では、持家（205戸）が同0.5％減、

貸家（354戸）が同9.0％減、給与（１戸）が

同97.5％減、分譲（184戸）が同13.2％減と

なった。

２カ月ぶりに減少
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出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

出所：国土交通省 ※給与は、社宅や宿舎などのこと。

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

3 新設住宅着工戸数（前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

・公共工事請負金額は、330億１百万円で前

年同月比55.1％減となり、２カ月連続で前

年を下回った。

・発注者別では、国は同78.3％減、県は同

13.6％減、市町村は同5.3％減、独立行政法

人等・その他は同58.9％減となった。

２カ月連続で減少
・建設受注額（調査先建設会社：17社）は前

年同月比40.4％減と２カ月連続で前年

を下回った。

・発注者別では、公共工事は同27.8％増と

２カ月ぶりに増加し、民間工事は同

57.8％減と４カ月連続で減少した。

２カ月連続で減少

・セメント出荷量は５万8,557トンとなり、
前年同月比14.2％減と２カ月ぶりに前
年を下回った。
・生コン出荷量は９万2,455㎥で同17.0％
減と２カ月ぶりに前年を下回った。生コ
ン出荷量を出荷先別にみると、公共工事
では、海事工事向けなどが増加し、公共
施設向け、防衛省向けなどが減少した。
民間工事では、ホテル向けなどが増加し、
マンション向け、医療関連向けなどが減
少した。

・鋼材売上高は、出荷量が減少したことな

どから前年同月比5.9％減と２カ月連続

で前年を下回った。

・木材売上高は、出荷量が減少したことな

どから同10.1％減と２カ月ぶりに前年

を下回った。

セメント、生コンはともに
２カ月ぶりに減少

鋼材は２カ月連続で減少、
木材は２カ月ぶりに減少

・建築着工床面積（８月）は９万6,478㎡で前

年同月比0.3％減と２カ月ぶりに前年を下

回った。居住用は同17.3％減となり、非居

住用は同48.6％増となった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみる

と、居住用では居住専用、居住産業併用と

もに減少した。非居住用では、卸売・小売

業用、その他のサービス業用などが増加

し、教育・学習支援業用などが減少した。

２カ月ぶりに減少

・新設住宅着工戸数（８月）は744戸で前年

同月比12.2％減と２カ月ぶりに前年を下

回った。

・利用関係別では、持家（205戸）が同0.5％減、

貸家（354戸）が同9.0％減、給与（１戸）が

同97.5％減、分譲（184戸）が同13.2％減と

なった。

２カ月ぶりに減少
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1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【国内客、外国客】（前年同月比）

出所：沖縄県観光政策課

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）調査先は６施設（うち県外客については４施設）からなる。

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

・入域観光客数は、83万1,000人（前年同月
比17.0％増）となり、34カ月連続で前年を
上回った。
・路線別では、空路は75万8,500人（同11.7％
増）となり34カ月連続で前年を上回った。
海路は７万2,500人（同135.4％増）となり
25カ月連続で前年を上回った。

34カ月連続で増加

・主要ホテル（速報値）の売上高のうち宿
泊収入は、販売客室数（数量要因）が増加、
宿泊客室単価（価格要因）も上昇し、前年
同月比14.9％増と４カ月連続で前年を上
回った。
・那覇市内ホテルは、販売客室数が増加、
宿泊客室単価も上昇し、同34.0％増とな
り10カ月連続で前年を上回った。
・リゾート型ホテル（速報値）は、販売客室
数が増加、宿泊単価も上昇し、同12.2％増
となり４カ月連続で前年を上回った。

４カ月連続で増加

・主要観光施設の入場者数（速報値）は、前

年同月比17.5％増と31カ月連続で前年

を上回った。

・国内外からの個人やグループ等の個人

旅行が好調に推移した。

31カ月連続で増加

・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月比

13.3%減と２カ月ぶりに前年を下回っ

た。県内客・県外客ともに２カ月ぶりに

前年を下回った。売上高は同5.5％減と

２カ月ぶりに前年を下回った。

・天候不良で週末にクローズした日があ

り入場者・売上ともに減少した。

入場者数、売上高ともに
２カ月ぶりに減少

・国内客は、63万4,800人（前年同月比5.2％

増）となり、３カ月連続で前年を上回った。

外国客は19万6,200人（同84.1％増）となり、

24カ月連続で増加した。

・台風接近による航空便の欠航はあったも

のの、３連休が２週続いたこともあり国

内客が増加したほか、外国客も引き続き

好調であった。

国内客は３カ月連続で増加、
外国客は24カ月連続で増加

・主要ホテル（速報値）の客室稼働率は
63.6％と前年同月差8.1％ポイント上昇し
６カ月連続で前年を上回り、売上高は前
年同月比13.3％増となり、４カ月連続で前
年を上回った。
・那覇市内ホテルの客室稼働率は70.3％と
同13.8％ポイント上昇し、９カ月連続で前
年を上回り、売上高は同35.4％増と10カ
月連続で前年を上回った。
・リゾート型ホテル（速報値）の客室稼働率
は61.0％と同6.0％ポイント上昇し６カ月
連続で前年を上回り、売上高は同10.4％増
と４カ月連続で前年を上回った。

稼働率は６カ月連続で上昇、
売上高は４カ月連続で増加
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1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【国内客、外国客】（前年同月比）

出所：沖縄県観光政策課

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）調査先は６施設（うち県外客については４施設）からなる。

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

・入域観光客数は、83万1,000人（前年同月
比17.0％増）となり、34カ月連続で前年を
上回った。
・路線別では、空路は75万8,500人（同11.7％
増）となり34カ月連続で前年を上回った。
海路は７万2,500人（同135.4％増）となり
25カ月連続で前年を上回った。

34カ月連続で増加

・主要ホテル（速報値）の売上高のうち宿
泊収入は、販売客室数（数量要因）が増加、
宿泊客室単価（価格要因）も上昇し、前年
同月比14.9％増と４カ月連続で前年を上
回った。
・那覇市内ホテルは、販売客室数が増加、
宿泊客室単価も上昇し、同34.0％増とな
り10カ月連続で前年を上回った。
・リゾート型ホテル（速報値）は、販売客室
数が増加、宿泊単価も上昇し、同12.2％増
となり４カ月連続で前年を上回った。

４カ月連続で増加

・主要観光施設の入場者数（速報値）は、前

年同月比17.5％増と31カ月連続で前年

を上回った。

・国内外からの個人やグループ等の個人

旅行が好調に推移した。

31カ月連続で増加

・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月比

13.3%減と２カ月ぶりに前年を下回っ

た。県内客・県外客ともに２カ月ぶりに

前年を下回った。売上高は同5.5％減と

２カ月ぶりに前年を下回った。

・天候不良で週末にクローズした日があ

り入場者・売上ともに減少した。

入場者数、売上高ともに
２カ月ぶりに減少

・国内客は、63万4,800人（前年同月比5.2％

増）となり、３カ月連続で前年を上回った。

外国客は19万6,200人（同84.1％増）となり、

24カ月連続で増加した。

・台風接近による航空便の欠航はあったも

のの、３連休が２週続いたこともあり国

内客が増加したほか、外国客も引き続き

好調であった。

国内客は３カ月連続で増加、
外国客は24カ月連続で増加

・主要ホテル（速報値）の客室稼働率は
63.6％と前年同月差8.1％ポイント上昇し
６カ月連続で前年を上回り、売上高は前
年同月比13.3％増となり、４カ月連続で前
年を上回った。
・那覇市内ホテルの客室稼働率は70.3％と
同13.8％ポイント上昇し、９カ月連続で前
年を上回り、売上高は同35.4％増と10カ
月連続で前年を上回った。
・リゾート型ホテル（速報値）の客室稼働率
は61.0％と同6.0％ポイント上昇し６カ月
連続で前年を上回り、売上高は同10.4％増
と４カ月連続で前年を上回った。

稼働率は６カ月連続で上昇、
売上高は４カ月連続で増加
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雇用関連・その他

出所：沖縄労働局（就業地別）

（注）有効求人倍率は、2023年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

（出所）沖縄県

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）

2 消費者物価指数【総合】

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

（出所）沖縄気象台

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比） ※棒グラフはメディア別寄与度
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・平均気温は28.8℃で前年同月（28.7℃）よ

り高く、降水量は295.5ｍｍで前年同月

（204.5ｍｍ）より多かった。

・沖縄地方は、上旬は高気圧に覆われて晴れ

た日が多かったが、中旬以降は台風や熱帯

低気圧、湿った空気の影響で曇りや雨の日

が多く、大雨や荒れた天気となった所が

あった。

・平均気温は平年よりかなり高く、降水量は

平年より多く、日照時間は平年よりかなり

少なかった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参考

（注）負債総額1,000万円以上

・新規求人数は、前年同月比9.7％減と２カ

月ぶりに前年を下回った。産業別では、生

活関連サービス業・娯楽業、製造業、卸売

業・小売業などで減少した。有効求人倍率

（季調値）は1.12倍で、前月と同水準となっ

た。

・労働力人口は、80万人で前年同月比1.5％

増となり、就業者数は、77万2,000人で同

1.4％増となった。完全失業者数は２万

8,000人で同3.7％増となり、完全失業率

（季調値）は3.5％と、前月から0.7ポイント

上昇した。

新規求人数は減少、
有効求人倍率（季調値）は同水準

・消費者物価指数は、前年同月比3.3％の上

昇となり、37カ月連続で前年を上回った。

生鮮食品を除く総合は同3.1％の上昇とな

り、生鮮食品及びエネルギーを除く総合

は同2.6％の上昇となった。

・費目別の動きをみると、食料、光熱・水道

などで上昇し、交通・通信などで下落した。

37カ月連続で上昇

・倒産件数は１件で前年同月から５件減少

した。業種別では、サービス業他が１件と

なった。

・負債総額は5,600万円で、前年同月比

92.7％減となった。

件数、負債総額ともに減少

・広告収入（マスコミ：８月）は、前年同月比

0.7％減と５カ月連続で前年を下回った。

・小売業や旅行業などの広告が好調であっ

たが、通販関連は引き続き低調であった。

５カ月連続で減少

61 64
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雇用関連・その他

出所：沖縄労働局（就業地別）

（注）有効求人倍率は、2023年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

（出所）沖縄県

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）

2 消費者物価指数【総合】

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

（出所）沖縄気象台

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比） ※棒グラフはメディア別寄与度

消

費

関

連

建

設

関

連

観

光

関

連

そ

の

他

消

費

関

連

建

設

関

連

観

光

関

連

そ

の

他

・平均気温は28.8℃で前年同月（28.7℃）よ

り高く、降水量は295.5ｍｍで前年同月

（204.5ｍｍ）より多かった。

・沖縄地方は、上旬は高気圧に覆われて晴れ

た日が多かったが、中旬以降は台風や熱帯

低気圧、湿った空気の影響で曇りや雨の日

が多く、大雨や荒れた天気となった所が

あった。

・平均気温は平年よりかなり高く、降水量は

平年より多く、日照時間は平年よりかなり

少なかった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参考

（注）負債総額1,000万円以上

・新規求人数は、前年同月比9.7％減と２カ

月ぶりに前年を下回った。産業別では、生

活関連サービス業・娯楽業、製造業、卸売

業・小売業などで減少した。有効求人倍率

（季調値）は1.12倍で、前月と同水準となっ

た。

・労働力人口は、80万人で前年同月比1.5％

増となり、就業者数は、77万2,000人で同

1.4％増となった。完全失業者数は２万

8,000人で同3.7％増となり、完全失業率

（季調値）は3.5％と、前月から0.7ポイント

上昇した。

新規求人数は減少、
有効求人倍率（季調値）は同水準

・消費者物価指数は、前年同月比3.3％の上

昇となり、37カ月連続で前年を上回った。

生鮮食品を除く総合は同3.1％の上昇とな

り、生鮮食品及びエネルギーを除く総合

は同2.6％の上昇となった。

・費目別の動きをみると、食料、光熱・水道

などで上昇し、交通・通信などで下落した。

37カ月連続で上昇

・倒産件数は１件で前年同月から５件減少

した。業種別では、サービス業他が１件と

なった。

・負債総額は5,600万円で、前年同月比

92.7％減となった。

件数、負債総額ともに減少

・広告収入（マスコミ：８月）は、前年同月比

0.7％減と５カ月連続で前年を下回った。

・小売業や旅行業などの広告が好調であっ

たが、通販関連は引き続き低調であった。

５カ月連続で減少

61 64
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これまで不動産の情報収集に苦労された経験はあ
りませんか？
不動産に関する情報を、さまざまなウェブサイト

や資料から探し出すのに多くの時間を割いていた人
には、国土交通省が2024年4月に公開した「不動
産情報ライブラリ」は大きな手助けとなるでしょう。
不動産に関する多くの情報が一つのプラットフォー
ム上で統合され、それらが地図上で視覚的に確認で
きるため、情報収集が一気に効率化されたと評判で
す。
従来は、価格や周辺施設の場所、防災リスクなど

の情報を知るのに、分散した場所から必要な情報や
データを収集するのに多くの手間や時間がかかって
いました。このライブラリでは、前述した情報が一
つのプラットフォーム上で統合され、ワンストップ
で閲覧できます。これにより、情報収集にかかる労
力が大幅に削減され、業務のスピードアップが実現
しています。
地価動向、都市計画情報、防災情報など最新情報

が提供されるため、投資判断やリスク管理の精度も
向上し、信頼性の高いサービスが提供されています。
特に、防災リスクを視覚的に確認できる機能は、物
件の安全性を素早く評価する上で非常に役立ちます。
「不動産情報ライブラリ」は、円滑な不動産取引を
促進する観点から、不動産に関するオープンデータ
を利用者のニーズに合わせて地図上に表示するもの
で、情報収集の簡便化、現場対応の迅速化、リスク
管理の強化といった点で不動産業界に新たな価値を
もたらしています。

皆さんはご飯を残さず食べていますか。かめー
かめー攻撃を受けながら何とか完食した、という経
験には身に覚えがある方も多いでしょう。ところで、
県内の食品ロス量は年間約6万 1千トンと推計さ
れています。県民１人当たり茶わん約１杯分のご飯
の量を、毎日廃棄している状態です。
食品ロスとは、食品廃棄物のうち本来食べられ

るにもかかわらず、廃棄されている食品のことです。
食品製造業やスーパー、飲食店等の事業者から発生
する「事業系食品ロス」と、一般の家庭から発生す
る「家庭系食品ロス」に分けられ、食品ロスの半分
以上を家庭系が占めます。「食べ残し」や、未開封
のまま廃棄されている「直接廃棄」も多いようです。
事業系食品ロスの内訳では、外食産業の廃棄量

が最も多く、主な理由は「食べ残し」です。食品卸
売業や食品小売業では「消費・賞味期限切れ、納品
期限切れ」が最も多い理由のようです。
県は本課題の解決のため、食品ロスの削減に取

り組む事業者を登録する「県食品ロス削減県民運動
パートナー登録制度」を実施し、各事業者の取り組
み内容を県のウェブサイトで紹介しています。
私たちができることとして、すぐ食べる場合に

は販売期限の迫った商品を購入する「てまえどり」
や、食品ロス削減に積極的な店を選ぶこと、宴会等
では最初の30分と終了前の10分間に食事の時間
を設ける「3010運動」等があります。食欲の秋、
一人ひとりの美味しく食べ切る習慣が大切です。

食品ロス 6.1 万トン 不動産情報ライブラリ

りゅうぎん総合研究所　研究員
城間　櫻

りゅうぎん総合研究所　特命部長
志良堂　猛史

～食べ残さぬ習慣が大切～ ～地価や防災リスク統合～
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沖縄タイムスに掲載のコラム　 [ 注：所属部署、　役職は執筆時のものです。]

皆さまは必要以上に物を買ってしまったり、利
用頻度が低い月額制のサービスを解約せずに続けて
いたりすることはありませんか。これらの行動は行
動経済学という学問で説明ができます。「人間はそ
の時の状況等に応じて非合理的な意思決定や行動を
する」ことを想定した学問で、2017年に行動経
済学者リチャード・セイラー氏がノーベル経済学賞
を受賞したことで一躍有名になりました。
今回は行動経済学に基づく「ナッジ」という手

法についてご紹介します。人々の選択肢を奪うこと
なく、環境を整えることで本人や社会にとって望ま
しい行動を促す手法です。人間は得を選ぶよりも損
失を回避する傾向が強いといった損失回避の心理な
どに着目し、企業のマーケティングや、最近では行
政の取り組みにおいても活用されています。
一例として東京都八王子市の「大腸がん検診受

診率向上」の取り組みがあります。八王子市はがん
の検診に必要な検査キットを毎年送付するも受診率
が上がらないという課題がありましたが、図表のA、
Bの２種類の案内文によるはがきを実験的に送付し
たところ、Bの案内の方が受診率は高くなりました。
来年度から検査キットをもらえないということを損
失と捉え、その損失回避が受診の動機付けとなった
と考えられます。
このようにさまざまな分野で活用されている

ナッジは、身近なスーパーの品物の配置や広告チラ
シなどにも活用されています。日々の生活に潜んで
いるナッジを探してみてはいかがでしょうか。

ナッジ

りゅうぎん総合研究所　上席研究員
我謝　和紀

～損失回避の心理を活用～

沖縄県では、県内で生じた利益が地元に還元され
ずに県外へ漏出してしまう「ザル経済」からの脱却
に向け、さまざまな角度から議論が行われています。
ザル経済の脱却には、県内自給率上昇などにより全
産業の底上げを図り、地域内での資金循環率を高め
ていく必要がありますが、とりわけ製造業の自給率
の低さが課題となっています。製造業の県内自給率
は23％と、全産業平均（71％）に比べて著しく低く、
典型的な移輸入依存構造です。
そこで、私たちにできる身近なアクションが、県

産品の優先的な購入・利用です。県産品の需要増加
により製造業の県内自給率が１％上昇した場合、各
産業への生産誘発効果や雇用創出、所得向上などさ
まざまな効果が波及し、325億円余りの経済効果が
生まれます。積極的な県産品利用により生じる経済
的インパクトは大きく、これが「県産品優先利用（地
産地消）」が推奨される大きな理由です。
沖縄県では、県産品の認知度向上および製造業の

発展に向けて、毎年７月の「県産品奨励月間」や毎
年10月の「沖縄の産業まつり（以下、産業まつり）」
などの取り組みが実施されています。
今年で48回目の産業まつりは、25日～27日

の３日間開催されています。沖縄が誇る特産品や新
商品の展示・即売に加え、県産グルメが堪能できる
飲食ブースには多くの出店が立ち並び、たくさんの
人でにぎわいます。最終日の今日、お気に入りの県
産品を探しに、産業まつりへ足を運んでみてはいか
がでしょうか。

県産品

りゅうぎん総合研究所　研究員
米須　唯

～地産地消で経済効果大～
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沖縄県内の主要金融経済指標
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沖縄県内の主要金融経済指標

注 )県内金融機関の預金残高は、19年 2月分より日本銀行（本店）ホームページ上で公表している県内預金合計に遡及改訂した。

注 ) 鉱工業生産指数は暦年ベース。暦年値、前年比は原指数の増減率。　2019 年 4月より 2015 年＝100に改定された。

注 ) 貿易概況は、暦年ベース。

注) 銀行券増減は、端数調整により一致しない場合がある。

注) 貸出金利は、暦年ベース。
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■令和５年
３月 No.641 経営トップに聞く　株式会社開成
（RRI no.200） An Entrepreneur　合同会社ブラッサム
 特集 沖縄のSociety5.0を考える

４月 No.642 経営トップに聞く　株式会社沖縄環境保全研究所
（RRI no.201） 

５月 No.643 経営トップに聞く　株式会社A&S
（RRI no.202） 特集1 県内ゴルフ場の状況とゴルフツーリズムの可能性
 特集2 2022年度の沖縄県経済の動向

６月 No.644 経営トップに聞く　一般社団法人OGU未来者
（RRI no.203） 特集1 okinawa society5
 特集2 沖縄県の主要経済指標

７月 No.645 経営トップに聞く　株式会社 長嶺産業
（RRI no.204） 特集1 沖縄におけるサイクリスト誘客効果の推計
 特集2 okinawa society5

８月 No.646 経営トップに聞く　三栄工業株式会社
（RRI no.205） 特集1 沖縄県内におけるレンタカー業界の動向と
　　　　　　　　　   充足率推計
 特集2 コロナ禍での県内景気と労働市場の動向

９月 No.647 経営トップに聞く　株式会社すこやかホールディングス
（RRI no.206） 特集1 県内の観光目的税導入を巡る動向と導入に
　　　　　　　　　   向けた提言
 特集2 沖縄県内における2023年プロ野球
　　　　　　　　　   春季キャンプの経済効果
10月 No.648 経営トップに聞く　株式会社琉球光和
（RRI no.207） 特集 okinawa society5

11月 No.649 経営トップに聞く　株式会社仲本工業
（RRI no.208） 特集 防衛省関連予算の推移と経済効果について

12月 No.650 経営トップに聞く　社会医療法人仁愛会
（RRI no.209） 特集1 県内の一般廃棄物処理の状況と資源循環
 　　　（リサイクル）推進に向けた提言
 特集2 沖縄県と全国の所得格差についての分析

■令和６年
１月 No.651 経営トップに聞く　医療法人HSR
（RRI no.210） 特集1 県内在留外国人の動向と多文化共生社会の
 　　　実現に向けた提言
 特集2 沖縄県経済2023年の回顧と2024年の展望

２月 No.652 経営トップに聞く　琉球フットボールクラブ株式会社
（RRI no.211） 特集1 沖縄県の労働需給問題について
 特集2 高齢化による沖縄の社会経済の構造変化

３月 No.653 経営トップに聞く　株式会社レイメイコンピュータ
（RRI no.212） 企業探訪　株式会社立神鐵工所
 特集1 沖縄県内におけるカーシェアリング市場の動向
 特集2 労働基準法改正が県内企業に及ぼす影響
          （2024年問題）

４月 No.654 経営トップに聞く　ニッシン株式会社
（RRI no.213） 特集 台湾における自転車利用促進に向けた取組み

５月 No.655 経営トップに聞く　琉球スポーツアカデミー株式会社
（RRI no.214） 特集1 宮古島市の観光と水問題について
 特集2 沖縄県のデジタルツイン実現に向けた３D
　　　　　　　　　  都市モデル整備と活用促進
 特集3 2023年度の沖縄県経済の動向

６月 No.656 経営トップに聞く　学校法人興南学園
（RRI no.215） 企業探訪　株式会社琉佐美
 特集1 沖縄県の主要経済指標 

７月 No.657 経営トップに聞く　株式会社日進商会
（RRI no.216） 特集1 ダイキンオーキッドレディスゴルフトーナ 
 　　　メント開催が沖縄にもたらす効果
 特集2 県産品利用実態アンケート調査にみる製造
 　　　業振興に向けた課題と提言

８月 No.658 経営トップに聞く　株式会社フードリボン
（RRI no.217） 特集1 沖縄県におけるスポーツツーリズムの実態調査
 特集2 沖縄県内における2024年プロ野球
　　　　　　　　　   春季キャンプの経済効果

９月 No.659 経営トップに聞く　株式会社ライフコーポレーション
（RRI no.218） 特集1 沖縄県内における台湾からの入域客の動向
 特集2 沖縄県内におけるバス・タクシー運転手不
　　　　　　　　　   足の現状と課題解決に向けた検討

10月 No.660 経営トップに聞く　一般社団法人光の子グループ
（RRI no.219） 特集 沖縄県内のマリンレジャー業界の現状と課題

特集レポートバックナンバー
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表紙写真：志良堂猛史（りゅうぎん総合研究所）　撮影地：金城ダム（那覇市）

経営トップに聞く
株式会社日本バイオテック
～「お客様の声を形に」海ぶどうをブランド化し、沖縄から世界へ届ける～

代表取締役社長　 山城 由希 氏

特集1 医師の働き方改革と沖縄県が抱える医療の課題 
りゅうぎん総合研究所　研究員　城間 櫻　社会保険労務士・医療労務管理アドバイザー　加藤 浩司

特集2 沖縄県内におけるジャパンウィンターリーグ開催による経済効果 
りゅうぎん総合研究所　上席研究員　我謝 和紀

特集3 コロナ後の沖縄県の景気動向 
りゅうぎん総合研究所　客員研究員　金城 毅

アジア便り 台湾  
～国慶節イベントおよび産業政策について～

レポーター：金城 俊（琉球銀行法人事業部）
則和企業管理顧問有限公司（琉球銀行業務提携先/台湾現地コンサルタント会社）へ出向中

新時代の教育研究を切り拓く
1. 秘密計算技術がつなぐ、暗号技術研究とプライバシー保護の新たな架け橋

2. 海洋生物の生物学的メカニズムとその多様性を国際連携で追求

沖縄科学技術大学院大学 コミュニケーション・広報ディビジョンメディアセクション

（同大学のHP記事より許可を得て転載）

行政情報179
内閣府沖縄総合事務局経済産業部

沖縄県の景気動向（2024年9月）
～景気は、緩やかに拡大している（13カ月連続）～

学びバンク
・食品ロス6.1万トン　～食べ残さぬ習慣が大切～

  りゅうぎん総合研究所　研究員　城間　櫻

・不動産情報ライブラリ　～地価や防災リスク統合～

  りゅうぎん総合研究所　特命部長　志良堂　猛史

・ナッジ　～損失回避の心理を活用～

  りゅうぎん総合研究所　上席研究員　我謝　和紀

･県産品　～地産地消で経済効果大～

  りゅうぎん総合研究所　研究員　米須　唯

経営情報 イノベーション投資の促進
　　　　　　　　　　 提供　太陽グラントソントン税理士法人

県内の主要金融経済指標



令和６年 11月14日発行

株式会社りゅうぎん総合研究所

〒900-0025　那覇市壺川1丁目1番地9
　　　　　　  りゅうぎん健保会館3階

TEL 835-4650　　FAX 833-3732

661

沖縄高速印刷株式会社




